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は し が き 

 

この年報は、筑西広域圏内の消防現勢及び平成２６年度中の消防業務に関す

る諸般の統計を収録したものであり、消防の現況を関係者はもとより、広く一

般に紹介するために編集したものです。 

 なお、消防体制については平成２７年４月１日現在をもって編集したもので

す。これによらないものについては、当該表にそれぞれ記載した年月日により

作成したものです。 

 この資料が、広く防災対策等への取り組みにご活用いただければ幸甚の至り

に存じます。 

 

 

 平成２７年８月 

 

 

 

 

 

筑西広域市町村圏事務組合消防本部   

 

 

 

 



 

平成２７年度消防本部業務重点施策 

                            

「今と未来の広域を、確実、迅速に守る」 

                            

  市民が安全で安心できるまちを、今と未来にかけて守り続けるために、 

消防力を最大限に発揮する消防本部体制づくりを推進する。 

 

１ みんなで安全安心をきずく 

 
設置率１００％を目標に、市民が自らの命を守るための住宅用火災警報器の設置を推進し

て消防と住民が協力して安全で安心な筑西広域をきずく。 

 

２ 大規模・特殊災害からまちを守る 
 

      人員・機械器具を充実し、災害対応態勢をより強化することで、迅速的確な災害対応と被害

の軽減に努める。 

      また、今以上の大規模・特殊災害の発生が懸念される未来のために、新たな消防施設をは

じめとした新筑西広域消防体制を構築する。 

 

３ 消防サービスが行き届くまちづくり 
 

より高度で効果的な新しい１１９番通報受信システムを確立し、災害・救急要請への迅速な

対応に努める。 

増加している救急需要に応じるため、広域圏内や県内外の医療機関との連携を推進し、救

急救命態勢の充実を図る。 

消防サービスの強化を図るため、広域１０ヵ年計画に基づく消防本部体制づくりを推進、加

速化する。 
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筑西広域市町村圏域の概況 

 

筑西広域市町村圏は、茨城県の西部に位置し、県都水戸市から４０～５０ｋｍ圏、筑波研究学

園都市から２０～４０ｋｍ圏、首都東京から７０～９０ｋｍ圏にあり、筑西市、結城市、桜川市の３市で

構成され人口は約２０万人になります。交通は、筑西市を北南に通る国道２９４号線や広域を東西

に横断するよう国道５０号線があり、桜川市では北関東自動車桜川筑西インターチェンジを有して

います。また、鉄道は、ＪＲ水戸線、真岡線、関東鉄道常総線が有り、市民の生活の一部として利

用されて、広域面積４５０．９７ｋ㎡の中には豊かな自然環境と雨引観音等をはじめとする優れた

歴史と文化が融合した、落ち着きのある生活文化空間を形成しています。 

人口の減少や少子高齢化などさまざまな諸問題が取り巻き厳しい状況下ではあります

が、住民の負託に応え安心で魅力のあるまちづくりを推進してまいります。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成三市の面積 ・ 人口 ・ 世帯数 

          （平成２７年４月１日現在） 

区分 

市別 
面積（㎢） 

人口（人） 世帯数

（戸） 男 女 計 

筑西市 ２０５．３５ ５３，９１８ ５４，５２２ １０８，４４０ ３９，８３６ 

結城市 ６５．８４ ２６，４６１ ２６，２３９ ５２，７００ １９，５６０ 

桜川市 １７９．７８ ２２，１３５ ２２，６３１ ４４，７６６ １５，２３７ 

合 計 ４５０．９７ １０２，５１４ １０３，３９２ ２０５，９０６ ７４，７３３ 

 

茨城県内広域位置 ３市広域地図 
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筑西広域市町村圏消防の概要 
(平成２７年４月１日現在) 

管 轄 市   筑西市・結城市・桜川市 

 

管 轄 人 口   ２０５，９０６人 

 

管 轄 面 積   ４５０．９７平方キロメートル 

 

消 防 本 部 構 成  １本部・３署・５分署・２出張所  

 

消 防 職 員 数  （定 数）３００人 （現 員）２８８人 

        

車 両    ５２台 

 

普通ポンプ車 ５台  水槽付ポンプ車 １０台  救助工作車 １台 

化学車 １台  梯子車 ２台  指揮車 １台 

救急車 １１台  搬送車 ２台  水槽車 １台 

指令車等 １８台      

 

消 防 団  消  防  団  １，６５７人  ９２分団 

※構成３団・・・筑西市消防団・結城市消防団・桜川市消防団 

 

消 防 水 利              

1. 防火水槽（２０㎥級私設等含む）       １，９１６箇所 

     2. 消火栓（私設含む）              ４，０４５箇所 

   3. そ の 他                        ６２箇所 

 

火 災 件 数                          ８９件 

（平成 26 年度） 

 

救 急 出 動 件 数               ７，９０１件 

（平成 26 年度） 

 

救 助 出 動 件 数                          １８８件 

（平成 26 年度） 

             

防火対象物・危険物施設数 

     

1. 防火対象物                      ５，２７８棟 

2. 危険物施設              １，０７７施設 



－３－ 

消 防 の あ ゆ み 

  当広域消防は、筑西広域市町村圏振興計画に基づき、昭和 48年 4月に 2市 5町 1村 

をもって構成されました。平成 17 年 3 月 28 日には、下館市、関城町、明野町、協和町

が合併、筑西市が誕生、さらに平成 17 年 10 月 1 日には岩瀬町、真壁町、大和村が合併

して桜川市が誕生し、結城市を含めた３市の構成になりました。これからも、地域の皆

様方が消防行政の利益を平等に享受できるよう、また、日常数多く潜在する危険から地

域住民の生活を守る担い手としての責任を果たすため、防災対策の万全を期すべく日夜

精進を続けています。 

S48. 4. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 1 

4. 5 

4. 6 

5.29 

8. 9 

8.21 

10.31 

11.15 

下館市消防本部と結城市消防本部を組合消防本部とし、下館消防署及び川島出

張所、並びに結城消防署の 2署 1出張所をもって下館地方広域市町村圏事務組

合消防本部を発足する。 

 既設消防力 

 下館消防署    消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ 

自動車１台、化学消防ポンプ自動車１台、 

救急自動車２台、査察車１台、 

超短波無線電話基地局１局、移動局６局、 

携帯無線機９局、 

（川島出張所）   消防ポンプ自動車１台、超短波無線電話機移動局１局 

結城消防署    消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ 

自動車１台、化学消防ポンプ自動車１台、 

救急自動車１台、指令車１台、 

超短波無線電話基地局１局、移動局６局、 

携帯無線機２局、 

職員数     下館消防署４９名、結城消防署３６名の計８５名及び    

職員３１名を増員して、総数１１６名となる。 

初代 石島 利一 消防長就任 

関彰商事株式会社より救急自動車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

岩瀬消防署及び真壁消防署を開設する。（仮庁舎） 

指令車３台購入、消防本部、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車２台購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

㈶日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け、真壁消防署に配置する。 

下館地方広域市町村圏事務組合を筑西広域市町村圏事務組合に名称が変更となる。 

電波法の改正に伴い超短波無線電話機６局購入、下記のとおり配置する。（更新） 

結城消防署  基地局１局、移動局２局 

下館消防署  移動局３局 

超短波無線電話機９局購入、下記のとおり配置する。 

消 防 本 部  移動局１局 

岩瀬消防署  基地局１局、移動局３局 

真壁消防署  移動局４局 （うち可搬型１局） 

 



－４－ 

S49. 1.24 

3.30 

3.31 

篠崎源氏より査察車（スズキフロンテ）の寄贈を受け、下館消防署に配置する 

 ㈳日本自動車工業より救急自動車の寄贈を受け、岩瀬消防署に配置する。 

  職員２名退職、総数１１４名となる。 

S49. 4. 1 

5. 7 

 

7.10 

 

7.17 

7.29 

 

8. 5 

 

10. 2 

 

 

 

10.29 

10.31 

S50. 3.31 

 職員４６名採用、総数１６０名となる。 

  関城分署、明野分署及び協和分署を開設する。（仮庁舎） 

 指令車４台購入、下館消防署、関城分署、明野分署及び協和分署に配置する。 

 真壁消防署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 445.20 ㎡、総工費 32,111,500 円） 

 が真壁町大字山尾７９３番地に完成する。 

 携帯無線機２局購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

 超短波無線電話機移動局４局購入、下館消防署、関城分署、明野分署及び協和

分署に配置する。 

 岩瀬消防署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 442.55 ㎡、総工費 32,419,000 円） 

 が岩瀬町大字岩瀬３７２番地の２に完成する。 

 水槽付消防ポンプ自動車４台購入、関城分署、明野分署、協和分署及び結城南

出張所に配置する。 

超短波無線電話機移動局４局購入、関城分署、明野分署、協和分署及び結城南

出張所に配置する。 

普通消防ポンプ自動車２台購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

超短波無線電話機移動局２局購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

職員５名退職、総数１５５名となる。 

S50. 4. 1 

 

 

4. 7 

 

4.12 

 

７. 4 

 

9. 5 

 

10. 1 

S51. 1.20 

1.28 

3. 2 

3. 3 

3.16 

3.22 

3.31 

 結城南出張所（鉄筋コンクリート平家建 250.80 ㎡、総工費 32,062,000 円）が

結城市大字大木１１３８番地に完成する。 

 職員２１名採用、総数１７６名となる。 

 関城分署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 250.80 ㎡、総工費 31,342,000 円）が

関城町大字上野１０４５番地の１に完成する。 

 明野分署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 248.0 ㎡、総工費 30,943,000 円）が

明野町大字倉持１１２３番地の１に完成する。 

 協和分署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 253.30 ㎡、総工費 30,993,000 円）が

協和町大字門井１９７６番地の１に完成する。 

 ㈶日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け、関城分署に配置する。 

 超短波無線電話機移動局２局購入、消防本部及び関城分署に配置する。 

 職員２２名採用、総数１９８名となる。 

 はしご付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。 

 超短波無線電話機移動局１局購入、下館消防署に配置する。 

 株式会社森田ポンプより乗用車(ﾄﾖﾀｸﾗｳﾝ)の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

 超短波無線電話機２局購入、明野分署及び協和分署に配置する。 

 山之内製薬株式会社より救急自動車の寄贈を受け、協和分署に配置する。 

 救急自動車を購入、明野分署に配置する。 

 職員３名退職、総数１９５名となる。 

 



－５－ 

S51. 4. 1 

5. 1 

7.22 

 

10. 1 

10.20 

S52. 1.24 

1.31 

職員２名採用、総数１９７名となる。 

 職員２名採用、総数１９９名となる。下館消防署特別救助隊発足する。 

 携帯無線機５局購入、岩瀬消防署、真壁消防署、関城分署、明野分署、協和分

署各１局配置する。 

職員２名採用、総数２０１名となる。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、結城消防署に配置する。（更新） 

㈳日本損害保険協会より救急自動車の寄贈を受け結城消防署に配置する。 

職員１名退職、総数２００名となる。 

S52. 7. 1 

9.12 

 

12.16 

S53. 3.31 

職員３名採用、総数２０３名となる。 

超短波無線電話機移動局４局購入、関城分署（可搬型）明野分署（可搬型）協

和分署（可搬型）及び結城消防署に配置する。 

普通消防ポンプ自動車１台購入、下館川島出張所に配置する。(更新) 

職員２名退職、総数２０１名となる。 

S53. 4. 1 

5. 1 

5. 2 

8.31 

 9.30 

10. 1 

 

12.18 

S54. 3.31 

職員３名採用、総数２０４名となる。 

初代 石島 利一 消防長退任、総数２０３名となる。 

第二代 赤羽 孝夫 消防長就任 

携帯無線機４局購入、消防本部１局及び結城消防署に３局を配置する。 

第二代 赤羽 孝夫 消防長退任、総数２０２名となる。 

第三代 濱野 正 消防長事務取扱就任 

職員２名採用、総数２０４名となる。 

山林火災用小型動力ポンプを購入、岩瀬消防署に配置する。 

職員４名退職、総数２００名となる。 

S54. 6.13 

 

7.11 

8.18 

8.20 

8.31 

9. 1 

9.20 

12. 1 

S55. 2.18 

3.27 

3.31 

 専用電話集録装置８局購入、岩瀬消防署３台、真壁消防署２台、関城分署、明

野分署、協和分署に各１台配置する。 

 広報車（山林パトロール用）２台購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

 小型動力ポンプを購入、真壁消防署に配置する。 

 加入電話５回線増設（岩瀬、真壁消防署及び関城、明野、協和分署に設置） 

 携帯無線機２局購入、結城消防署に配置する。 

 職員５名採用、総数２０５名となる。 

 超短波無線電話機移動局２局購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

 職員１名採用、総数２０６名となる。 

 加入電話１回線増設、下館消防署に設置。 

 普通消防ポンプ自動車を購入、結城消防署に配置する。（更新） 

 職員３名退職、総数２０３名となる。 

S55. 4. 1 

7.29 

 

9.20 

12.20 

 職員１名採用、総数２０４名となる。 

 広報車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 指令車を購入、結城消防署に配置する。(更新) 

 加入電話１回線増設、結城消防署に設置。 

携帯無線機６局購入、消防本部、岩瀬、真壁消防署及び関城、明野、協和分署 
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S56. 3.31 

に各１局を配置する。 

職員２名退職、総数２０２名となる。 

S56.10.15 

S57. 1.26 

     3. 9 

 

3.17 

3.31 

 職員２名採用、総数２０４名となる。 

 普通消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機４局購入、下館消防署２局、結城消防署、岩瀬消防署に各１局を配

置する。 

㈳日本損害保険協会より救急自動車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

消防無線基地局非常電源を設置する。 

S57. 4. 5 

 

7.26 

10. 1 

10.22 

12.24 

S58. 2.16 

 

 

2.23 

2.28 

 

3. 4 

 下館市危険物安全協会より広報車（トヨタ・カローラ）の寄贈を受け、消防本

部に配置する。 

 査察車３台購入、結城、岩瀬、真壁の各消防署に配置する。 

 職員５名採用、総数２０９名となる。 

 気象観測装置を下館消防署に設置する。 

 指令車を購入、大和分署に配置する。(開設準備期間) 

 超短波無線電話機移動局４局、可搬型移動局１局購入、大和分署、下館消防署

１局(更新)、結城消防署１局(更新)を配置する。携帯無線機６局購入 

下館消防署２局、結城消防署１局、大和分署に３局をそれぞれ配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、大和分署に配置する。 

大和分署車庫（鉄筋コンクリート平家建 112.50 ㎡、総工費 31,200,000 円）が 

大和村大字羽田１０００番地に完成する。 

大和分署に加入電話２回線開設する。 

S58. 4. 1 

S59. 2. 1 

2.22 

3.31 

 大和分署を開設する。職員５名採用、総数２１４名となる。 

 職員３名採用、総数２１７名となる。 

 化学消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 職員４名退職、総数２１３名となる。 

S59. 4. 1 

 

4. 2 

5. 1 

S60. 1. 1 

3. 1 

 3.31 

 茨城県防災行政無線局を消防本部に設置する。 

 第三代 濱野 正 消防長事務取扱退任 

 第四代 池田 満 消防長就任、職員総数２１４名となる。 

 職員２名採用、総数２１６名となる。 

 科学万博消防署に職員２名派遣する。 

 科学万博消防署に職員３名派遣する。(合計５名) 

 職員１名退職、総数２１５名となる。 

S60. 6.29 

 

8. 1 

8. 3 

 

 結城消防署庁舎（鉄骨造２階建、建築面積 838.57 ㎡、延面積 1,371,57 ㎡、総

工費 225,200,000 円）が結城市みどり町２丁目３番地に完成し移転する。 

 職員４名採用、総数２１９名となる。 

㈶日本消防協会より広報車（ミツビシ・ギャラン）の寄贈を受け消防本部に配

置する。㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防

ポンプ(Ｄ－１級富士ロビン)２台の寄贈を受け、協和町｢蓮沼団地婦人防火クラ

ブ｣下館市｢羽黒婦人防火クラブ｣に配置する。 
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S60.10. 1 

 

S61. 3.31 

 国際科学技術博覧会協会より普通消防ポンプ自動車（Ａ－１級トヨタ）の寄贈

を受け、真壁消防署に配置する。 

第四代 池田 満 消防長退任 職員３名退職、総数２１５名となる。 

S61. 4. 1 

5.23 

6. 1 

8. 5 

 

 8. 7 

 

S62. 3.31 

第五代 肥田 猛 消防長就任 職員１名採用、総数２１６名となる。 

救助艇（船外機付）を購入、結城消防署に配置する。 

職員１名採用、総数２１７名となる。 

台風１０号水害により、大規模特殊災害広域航空消防応援により東京消防庁及

び横浜市消防局航空隊の応援を受ける。 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級トーハツ)の寄贈を受け｢結城市国府町婦人防火クラブ｣に配置する。 

職員１名退職、総数２１６名となる。 

S62. 6.29 

8. 3 

 

 

8.25 

 

9.17 

12. 1 

S63. 1.21 

3. 4 

 消防指令広報車１台購入、関城分署に配置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級シバウラ)２台の寄贈を受け、「岩瀬町飯渕・久原婦人防火クラブ」及

び「関城町上野婦人防火クラブ」に配置する。 

第３回茨城県幼年・少年・婦人防火大会が下館市で開催され、会員 1,200 名が

参加する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

職員１名採用、総数２１７名となる。 

㈳日本自動車工業会より救急自動車の寄贈を受け、岩瀬消防署に配置する。 

救急自動車を２台購入、下館消防署、結城消防署に配置する。(更新) 

S63. 7.30 

 

 

8.30 

12.27 

 

H1. 1.27 

3.31 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級ラビット)２台の寄贈を受け、「下館市市野辺婦人防火クラブ」及び「関

城町西保末婦人防火クラブ」に配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、岩瀬消防署に配置する。(更新) 

救急自動車４台購入、真壁消防署、関城分署、明野分署、協和分署に配置する。

(更新) 

 消防指令広報車を購入、結城消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機２局購入、結城消防署、真壁消防署に配置する。 

 職員１名退職、総数２１６名となる。 

H1. 5.30 

7.27 

8.30 

10. 1 

10.11 

10.30 

 

 

 消防指令広報車３台購入、下館、岩瀬、真壁消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機２局購入、関城分署、明野分署に配置する。 

 下館消防署の放送設備を更新する。 

 職員２名採用、総数２１８名となる。 

水槽付消防ポンプ自動車２台購入、結城消防署、真壁消防署に配置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級トーハツ)の寄贈を受け真壁町「東山田婦人防火クラブ」に配置する。 

 ㈶日本防火協会より防火広報車の寄贈を受け、消防本部に配置する。下館消防 

 署の電話設備を更新する。 
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H2. 3. 1 

3.31 

 ㈳日本損害保険協会より救急車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。(更新) 

職員３名退職、総数２１５名となる。 

H2. 4. 1 

5.24 

5.31 

6.18 

8. 2 

 

 

8. 6 

 

9.11 

 

H3. 3.31 

 職員３名採用、総数２１８名となる。 

 電話ファクシミリを購入、下館消防署に設置する。 

 真壁消防署の電話設備を更新する。 

 消防指令広報車２台購入、明野分署、協和分署に設置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級シバウラ)の寄贈を受け、協和町「蓮沼団地婦人防火クラブ」に配置

する。 

岩瀬消防署の無線基地局を更新する。携帯無線機２局購入、結城消防署、協和

分署に設置する。 

水槽付消防ポンプ自動車３台購入、関城分署、明野分署、協和分署に配置する。

(更新) 

職員３名退職、総数２１５名となる。 

H3. 4. 1 

5.23 

6.15 

 

6.26 

12.18 

12.25 

H4. 1.29 

 

 

 

 3.13 

 

3.31 

 

 職員１名採用、総数２１６名となる。 

 電話ファクシミリを購入し、結城、岩瀬、真壁消防署に設置する。 

 連絡車を購入し、消防本部に配置する。(更新)  査察車を購入し、下館消防署

に配置する。(更新) 

岩瀬消防署の電話設備を更新する。 

化学消防ポンプ自動車を購入し、結城消防署に配置する。(更新) 

ひとり暮らし老人等緊急通報システムの開通式並びに業務を開始する。 

㈳日本損害保険協会より救急車の寄贈を受け、結城消防署に配置する。(更新) 

㈱広沢電気より多目的電源照明車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

自動車電話、心電図伝送装置を購入し全救急車に配備、救急心電図伝送システ

ムを開始する。 

 車載用無線機２局、携帯無線機２局を購入し、下館消防署、結城消防署に配置

する。(更新) 

普通消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。(更新) 

職員３名退職、総数２１３名となる。 

H4. 4. 1 

11.1 

11.5 

H5. 3. 3 

 

3.31 

 職員５名採用、総数２１８名となる。 

 職員１名採用、総数２１９名となる。 

 普通消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。(更新) 救助工作車  

 を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

 職員６名退職、総数２１３名となる。 

H5. 4. 1 

10. 1 

10.29 

職員６名採用、総数２１９名となる。 

 職員２名採用、総数２２１名となる。 

 消防職員互助会及び筑西防火管理協議会より、一部寄付を受けマイクロバスを 

 購入する。 
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H5.12.24 

 

H6. 3.31 

３０メートル級はしご付消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。 

（増強） 

 第五代 肥田 猛 消防長退任  職員３名退職、総数２１７名となる。 

H6. 4. 2 

10. 1 

10.19 

12. 1 

H7. 1. 1 

2.17 

3.16 

3.20 

3.30 

 

3.31 

 第六代 生井 一郎 消防長就任 職員１０名採用、総数２２８名となる。 

 職員２名採用、総数２３０名となる。 

 広報車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 職員１名採用、総数２３１名となる。 

 職員１名採用、総数２３２名となる。火災初期出動体制の改善を実施する。 

 救助工作車を購入し、結城消防署に配置する。(増強) 

 普通消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。(更新) 

 下館消防署に無線局（基地局の全国波）を設置する。(増強) 

 広報車（山林パトロール用）２台購入し、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置す

る。(更新) 

 職員４名退職、総数２２８名となる。 

H7. 4. 1 

5.12 

7.26 

10. 1 

11.14 

12.25 

H8. 3.31 

 職員８名採用、総数２３６名となる。 

 救急救命士法(平成３年法律第３６号)施行後初の救急救命士免許取得者１名となる。 

 広報車を購入し、消防本部、結城消防署に配置する。(増強) 

 職員１名採用、総数２３７名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計２名となる。 

 高規格救急車を購入し下館消防署に配置する。(増強)  救急救命士２名配置。 

 職員３名退職、総数２３４名となる。 

H8. 4. 1 

6.25 

 

 

7. 1 

7.10 

 

8.27 

 

11. 5 

 

H9. 1.29 

     

2. 3 

 2.13 

3.22 

3.27 

 

 職員２名採用、総数２３６名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設に係る用地の代行買収委託契約 

を筑西広域市町村圏事務組合管理者と㈶下館市開発公社副理事長との間で締結  

する。 

 職員３名採用、総数２３９名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設用地に係る買収契約を下館市開発

公社と地権者５名で締結する。 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設事業に係る設計会社選定方法につ

いて、首長会議の結果公募プロポ－ザル方式に決定する。 

３８メートル級梯子付消防ポンプ自動車を購入し下館消防署に配置する。 

（更新） 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設事業の基本設計委託業務に係る公

募型プロポーザル審査会を開催し、最適コンサルタント１社を選出する。 

救急自動車を購入し真壁消防署に配置する。(更新) 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事基本設計業務に着手する。 

 化学防護服２着及び簡易画像探索機を購入し下館消防署に配置する。(増強) 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事基本設計計画報告書が提出さ 

 れる。 
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H9. 3.31  第六代 生井 一郎 消防長退任  職員５名退職、総数２３３名となる。 

H9. 4. 1 

4.10 

5.19 

5.20 

9. 1 

10.24 

11.20 

H10. 2. 2 

 

2.27 

3.20 

 

 

3.31 

第七代 篠田 昭宣 消防長就任  職員５名採用、総数２３９名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事実施設計業務に着手する。 

 救急救命士免許取得者１名、計３名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事の地質調査業務に着手する。 

 指令車を購入、大和分署に配置する。(更新) 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事実施設計報告書が提出される 

 救急救命士免許取得者１名、計４名となる。 

 ９年・１０年度下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎、建設工事、電気設備

工事、機械設備工事を契約、工事に着手する。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事安全祈願祭を実施する。 

 普通消防ポンプ自動車を購入し下館消防署川島出張所に配置する。(更新) 

 高規格救急車を購入し結城消防署に配置する。(増強) 救急救命士２名配置。 

 救急車２台を購入し関城分署、明野分署に配置する。(更新) 

 職員１名退職、総数２３８名となる。 

H10. 5.20 

6.23 

7. 1 

7.31 

 9.30 

10.28 

 

11.25 

12.16 

H11. 3.23 

3.31 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎訓練塔工事及び外構工事を契約する。 

 筑西広域消防本部消防緊急通信指令施設を契約する。 

 職員８名採用、総数２４６名となる。 

 筑西広域消防本部消防緊急通信指令施設発信地表示システムを契約する。 

 筑西広域消防本部防災展示ホール施設工事を契約する。 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し、大和分署に配置する。(更新) 

 救急車を購入し、協和分署に配置する。(更新) 

 救急救命士免許取得者１名、計５名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎備品を契約する。 

 筑西広域消防本部・下館消防署併用庁舎が竣工 

 第七代 篠田 昭宣 消防長退任  職員２名退職、総数２４３名となる。 

H11. 4. 1 

 

 

5. 1 

9.12 

11.26 

12. 6 

 

H12. 3.31 

 筑西広域消防本部・下館消防署新庁舎で業務を開始する。 

 第八代 内田 昭治 消防長就任 

 職員１名採用、総数２４４名となる。 

 職員１名採用、総数２４５名となる。 

 大関消防司令補殉職、総数２４４名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計６名となる。 

 化学消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

消防ポンプ自動車を購入し、真壁消防署に配置する。(更新) 

 職員４名退職、総数２４０名となる。 

H12. 4. 1 

5.26 

H12.11.14 

   11.21 

職員５名採用、総数２４５名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計７名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計８名となる。 

 高規格救急車を購入し、岩瀬消防署に配置する。(更新) 救急救命士２名配置。 
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H13. 3.31  第八代 内田 昭治 消防長退任  職員４名退職、総数２４０名となる。 

H13. 4. 1 

 

 

4.26 

6. 8 

6.27 

10.16 

12. 3 

H14. 1.30 

2.28 

3.31 

 第九代 藤田 隆  消防長就任 

 職員７名採用、総数２４７名となる。 

 救急車を大和分署に配置する。(増強) 

 救急救命士免許取得者１名、計９名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１０名となる。 

 指令車を購入し、関城分署に配置する。(更新) 

 クレーン付搬送車・救助艇を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

 救急救命士免許取得者１名、計１１名となる。 

 救急車を購入し、大和分署に配置する。(更新) 

 指令車を購入し、結城消防署に配置する。(更新) 

 第九代 藤田 隆  消防長退任  職員２名退職、総数２４４名となる。 

H14. 4. 1 

 

 

6. 6 

11.26 

12.20 

 

H15. 3.31 

 第十代 本橋 幾郎 消防長就任 

 職員９名採用、総数２５４名となる。(救命士免許取得者１名含む) 

 救急救命士免許取得者１名、計１２名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１３名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１４名となる。 

 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 小型動力ポンプ付大型水槽車を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

職員７名退職、総数２４７名となる。 

H15. 4. 1 

5. 6 

10.29 

 

11.13 

 

12. 9 

 

H16. 3.31 

 職員１１名採用、総数２５８名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１５名となる。 

 指令車を購入し、岩瀬消防署に配置する。（更新） 

 指令車を購入し、真壁消防署に配置する。（更新） 

  災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。 

（更新） 

 災害対応特殊救急自動車を購入し、真壁消防署に配置する。（更新） 

 救急救命士免許取得者１名、計１６名となる。 

  職員１名退職、総数２５７名となる。 

H16. 4. 1 

5. 7 

11. 9 

11.19 

12. 7 

12.26 

H17. 2. 1 

2.28 

  3.28 

3.31 

 

 職員８名採用、総数２６５名となる。  

 救急救命士免許取得者１名、計１７名となる。  

 災害対応特殊救急自動車を購入し、下館消防署川島出張所に配置する。（更新） 

 救急救命士免許取得者１名、計１８名となる。 

 指導車（ウイングロード）を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

 職員１名退職、総数２６４名となる。  

 職員１名採用、総数２６５名となる。 

 職員１名退職、総数２６４名となる。 

下館市、関城町、明野町、協和町が合併、『筑西市』となる。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、真壁消防署、結城消防署南出張所に配置 

する。（更新） 職員２名退職、総数２６２名となる。 
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H17.4. 1 

5.11 

10. 1 

11.10 

11.21 

H18. 3.10 

3.27 

3.31 

職員８名採用、総数２７０名となる。（救命士免許取得者２名含む） 

救急救命士免許取得者１名、計２１名となる。 

岩瀬町、真壁町、大和村が合併、『桜川市』となる。 

救急救命士免許取得者１名、計２２名となる。 

指令車を購入し、明野分署、協和分署に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、関城分署、明野分署に配置する。（更新） 

 職員５名退職、総数２６５名となる。 

H18.4.１ 

11.6 

H19.3.15 

 

 

 

3.31 

 

 職員８名採用、総数２７３名となる。 

 職員 1 名退職、総数２７２名となる。 

広報車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

 災害対応特殊救急自動車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

 災害対応特殊消防ポンプ自動車（600ℓ水槽付）を購入し、岩瀬消防署に配置す

る。（普通ポンプ車の更新） 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し、協和分署に配置する。（更新） 

 第十代 本橋 幾郎 消防長退任 

 職員５名退職、広域事務局へ１名転出、総数２６６名となる。 

H19.4.1 

4.26 

6.1 

11.22 

H20.1.20 

H20.3.31 

 第十一代 飯村 勝行 消防長就任 職員８名採用、総数２７４名となる。 

 救急救命士免許取得者 1 名、計２３名となる。 

職員 1 名採用、総数２７５名となる。 

職員 1 名退職、総数２７４名となる。 

職員 1 名退職、総数２７３名となる。 

職員 5 名退職、総数２６８名となる。 

H20.4.1 

 

 

 

 

4.15 

4.21 

 

6.30 

10.1 

10.20 

3.31 

 消防本部組織再編  

下館消防署を筑西消防署に名称変更、関城・明野・協和分署が筑西消防署の管

轄分署となる。 

 岩瀬消防署を桜川消防署に名称変更、真壁消防署の組織を変更し真壁分署と 

なる。真壁・大和分署が桜川消防署の管轄分署となる。 

桜川消防署に北関東自動車道路供用開始に伴い救急車を配置する。（増強） 

消防本部の救急車（予備車）を廃車する。 

救急救命士免許取得者 1 名、計２４名となる。 

肥田猛氏より連絡車（パッソ）の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

消防緊急通信指令施設を高機能消防通信システムに部分更新する。 

職員 1 名退職、総数２６７名となる。 

 第十一代 飯村 勝行 消防長退任 

職員 7 名退職、広域事務局へ１名転出、総数２５９名となる。 

H21.4.1 

 

4.22 

 第十二代 大和田  消防長就任 

 職員９名採用、総数２６８名となる。（救命士免許取得者２名含む） 

 救急救命士免許取得者３名、計２９名となる。 
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H21.10.31 

12.1 

 

H22.1.22 

3.25 

3.31 

職員１名退職、総数２６７名となる。 

高規格救急車を購入し、桜川消防署に配置する。（更新） 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、筑西消防署明野分署に配置する。（更新） 

電源照明車を廃車する 

指揮車を購入し、消防本部に配置する。（更新） 

 職員７名退職、総数２６０名となる。 

H22.4.1 

4.13 

H23.1.18 

3.28 

3.31 

職員１０名採用、総数２７０名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３１名となる。 

救助工作車（Ⅲ型）を購入し、筑西消防署に配置する。（更新） 

指令車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

職員７名退職、総数２６３名となる。 

H23.4.1 

 

5.11 

9.30 

12.1 

H24.3.8 

3.31 

職員１０名採用、総数２７３名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計３２名となる。 

救急救命士免許取得者３名、計３５名となる。 

職員１名退職、総数２７２名となる。 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車(CAFS搭載)を購入し筑西消防署に配置する。（更新） 

職員７名退職、総数２６５名となる。 

H24.4.1 

 

5.10 

H25.2.1 

3.7 

 

      

3.31 

職員１０名採用、総数２７５名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３７名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３９名となる。 

茨城消防救急無線指令センター運営協議会事務局へ 1名出向となる。 

災害対応特殊水槽付消防ポンプ車（CAFS・救助資機材搭載）を購入し、結城

消防署に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、筑西消防署協和分署に配置する。（更新） 

職員１７名退職、総数２５８名となる。 

H25.4.1 

 

 

 

4.8 

4.30 

5.8 

5.31 

10.31 

12.1 

第十三代 森  正雄 消防長就任 

職員１４名採用、総数２７３名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計４３名となる。 

㈶日本消防協会へ１名出向となる。 

救急救命士免許取得者４名、計４４名となる。 

職員１名退職、総数２７２名となる。 

第十四代 柴  勝昭 消防長就任 

職員 1名退職、総員２７１名となる。 

水槽付化学消防車を結城署へ配置換えする。 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、筑西消防署関城分署に配置する。（更新） 
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12.1 

 

3.31 

水槽付消防ポンプ車（CAFS・救助資機材搭載）を購入し、桜川消防署に配置

する。 

職員１６名退職、総数２５５名となる 

H26.4.1 

 

 

 

H26.8.1 

8.1 

10.1 

H27.1.1 

 

 

3.25 

3.31 

 

桜川消防署に特別救助隊を発足する。 

職員２８名採用、総数２８３名となる。 

救急救命士免許取得者１０名、計５４名となる。 

茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

職員３名採用、総数２８６名となる。 

救急救命士免許取得者３名、計５７名となる。 

 職員１名隊退職、総数２８５名となる。 

 緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練茨城県実行委員会に１名派遣する。 

職員１名採用、総数２８６名となる。 

救急救命士免許取得者３名、計６０名となる 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、桜川消防署真壁分署に配置する。（更新） 

災害対応特殊水槽付消防ポンプ車（CAFS）を購入し、結城消防署に配置する。

（更新） 

 職員２０名退職、総数２６６名となる。 

救急救命士免許取得者１名退職、計５９名となる。 

H27.4.1 

 

消防職員定数の期限付き特例を廃止。 

消防職員定数２４９人から３００人に改定となる。 

広域事務局から１名、総務課へ配属となる。 

職員１８名、再任用３名採用、総数２８８名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計６１名となる。 

 



筑西市 1,244,804 50.6% 523,032 53.2% 383,708 52.0% 338,063 45.8%

（前年度） 1,288,024 51% 539,563 53.3% 394,794 52.0% 353,667 46.6%

結城市 605,499 24.6% 259,984 26.4% 166,628 22.6% 178,783 24.2%

（前年度） 619,994 24.5% 266,089 26.3% 172,204 22.7% 181,701 23.9%

桜川市 609,427 24.8% 200,834 20.4% 187,552 25.4% 221,041 30.0%

（前年度） 622,811 24.6% 206,680 20.4% 192,251 25.3% 223,881 29.5%

（前年度） 2,530,829 100.0% 1,012,332 100.0% 759,249 100.0% 759,249 100.0%

市　別 分　賦　金

100.0% 983,851

基準財政需要額割 (30%)世帯割　(40%)

左　　　　　　の　　　　　　内　　　　　　訳

職員割　(30%)

（単位：千円）

平 成 ２ ６年 度 消 防 当 初 予 算　比較表

（単位：千円）（単位：千円）

歳　　　　　出歳　　　　　入

2,689,614

(前年度)

公　債　費

(前年度)

諸　収　入

100.0%100.0% 737,888 100.0% 737,888合   計 2,459,730

(前年度)

消防分賦金

(前年度)

組　合　債

(前年度)

繰　越　金

(前年)

(前年度)

合　　計

(前年度)

予　備　費

4,465

4,221

2,242,739

2,245,402

402,903

165,811

72,000

合　　計

県補助金

(前年度)

使用料及び手数料

(前年度)

職員給与関係経費

56,300

105,200

313,100

2,530,829

2,459,730

0

15,000

消防施設整備事業

(前年度)

  消防運営事務費

(前年度)

2,875,227

2,875,227

113,000

156,185

164,401

1,400

1,000

15,452

8,184

0

筑西消防署・消防本部庁舎
敷地特別金賦金

26,180

（前年度） 26,180

平 成 ２ ６　年 度 消 防 分 賦 金 明 細

(前年度) 2,689,614
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管理課

消防課

総務係・管理係

消防係・保安係

総務係・管理係

消防係・保安係

管　理　係

消　防　係

保　安　係

消　防　係

総務係・管理係

消防係・保安係

総務係・管理係
明 野 分 署

協 和 分 署
総務係・管理係

消防係・保安係

消防係・保安係

総　務　係

庶 務 係

予 防 係

結城消防署

桜川消防署

救急・救助係

保　安　係

指 揮 係

総　務　係

管　理　係

大 和 分 署

管 理 課

消 防 課

結城南出張
所

管 理 課

消 防 課

真 壁 分 署

総 務 課

川島出張所消防長・次長

企 画 係
関 城 分 署

会 計 係

管 理 課

消防本部

消 防 課

管　理　係

総　務　係

消　防　係

保　安　係

筑西消防署

筑西広域市町村圏事務組合消防本部組織図

通信指令課 通 信 指 令 係

予 防 課

警 防 課

保 安 係

危 険 物 係

調 査 係

消 　防　 係
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消 防 本 部 事 務 分 掌 

 

総務課 

 (１) 文書、統計及び公印の管守に関すること。 

 (２) 消防施設の建設、整備、管理に関すること。 

 (３) 職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

 (４) 予算及び経理に関すること。 

 (５) 職員の給与、貸与品及び消耗品に関すること。 

 (６) 消防事務の企画及び事務管理に関すること。 

 (７) 広報及び統計に関すること。 

 (８) 他の課に属さないこと。 

 

警防課 

 (１) 消防計画に関すること。 

 (２) 火災及び救急活動に関すること。 

 (３) 職員の教養、訓練に関すること。 

 (４) 防災関係機関及び医療機関との連絡に関すること。 

 (５) 消防車両、器具等の整備及び管理に関すること。 

 (６) 緊急消防援助隊に関すること。 

 (７) 指揮本部設置及び運営に関すること。 

 

予防課 

 (１) 火災の予防に関すること。 

 (２) 予防査察及び指導に関すること。 

 (３) 罹災証明等に関すること。 

 (４) 消防用設備等の設置及び指導に関すこと。 

 (５) 火災原因及び損害調査に関すること。 

 (６) 防火管理者及び危険物取扱者に関すること。 

 (７) 防火保安団体に関すること。 

 (８) 危険物製造所等の許認可に関すること。 

 (９) 少量危険物及び指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

 

通信指令課 

 (１) 消防緊急システムの企画、調整及び運営管理に関すること。 

 (２) 通信技術の研究及び指導に関すること。 

 (３) 通信施設及び器具の運用並びに維持管理に関すること。 

 (４) 出動指令及び通信統制に関すること。 

 (５) 気象情報及び各種災害情報の収集並びに伝達に関すること。 

 (６) 火災警報及び消防情報に関すること。 

 (７) その他通信指令事務に関すること。 
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消 防 署 ( 分 署 ) 事 務 分 掌 

筑西・結城・桜川消防署・関城・明野・協和・真壁分署 

 

管理課 

総務係 

(１) 文書、統計及び公印の管守に関すること。 

(２) 予算及び経理に関すること。 

(３) 職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

(４) 職員の給与、貸与品及び消耗品に関すること。 

(５) 職員の服装及び勤務に関すること。 

(６) 他の課又は係に属さないこと。 

 

管理係 

(１) 職員の教育、訓練に関すること。 

(２) 消防用機器及び通信施設の管理に関すること。 

(３) 消防用資器材及び薬剤等の保守管理に関すること。 

(４) 警防計画に関すること。 

(５) 火災等の警防に関すること。 

(６) 救急、救助業務に関すること。 

 

消防課 

消防係 

(１) 罹災証明等に関すること。 

(２) 火災の統計に関すること。 

(３) 予防査察に関すること。 

(４) 防火管理者及び危険物取扱者の育成指導に関すること。 

(５) 消防計画及び訓練指導に関すること。 

(６) 消防用設備及び危険物製造所の点検、報告に関すること。 

(７) その他火災予防事務に関すること。 

 

保安係 

 (１) 建築確認等の同意に関すること。 

 (２) 消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。 

 (３) 危険物製造所等の規制に関すること。 

 (４) 危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

 (５) 少量危険物、指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

 (６) 液化石油ガス貯蔵取扱施設の保安上の措置に関すること。 

 (７) 高圧ガス、火薬類、核燃料物質、放射線同位元素、劇毒物等の査察及び火

災予防措置に関すること。 
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消防本部・署所別庁舎一覧表 

 

    区分 

署別 
所  在  地 構  造 

建築 

面積（㎡） 

延べ 

面積（㎡） 

敷地 

面積（㎡） 

消 防 本 部 

筑西消防署 

筑西市直井 1,076 番地 

平成 11 年 3 月 23 日竣工 

庁舎 

RC3/0 

訓練塔Ａ 

RC6/0 

訓練塔Ｂ 

Ｓ2/0 

訓練塔Ｃ 

Ｓ2/0 

    

2634.42 

 

77.66 

 

149.74 

 

81.91 

   

5413.66 

 

341.30 

 

289.81 

 

155.46 

    

 

 

 

14,911,00 

 

 

 

筑西消防署 

川島出張所 

筑西市下川島 771 番地１ 

昭和 44 年 3 月 31 日竣工 

※公民館一部消防庁舎 

RC2/0  58.30 58.30 265.70 

筑西消防署 

関城分署 

筑西市上野１，０４５番地 

昭和 50 年 4 月 7 日竣工 
RC1/0 259.98 259.98 3,553.24 

筑西消防署 

明野分署 

筑西市倉持 1,123 番地 1 

昭和 50 年 4 月 12 日竣工 
RC1/0 250.00 250.00 743.00 

筑西消防署 

協和分署 

筑西市門井 1,976 番地 1 

昭和 50 年７月 ４日竣工 
RC1/0 260.82 260.82 1,886.52 

結城消防署 
結城市みどり町二丁目 3 番地 

昭和 60 年 6 月 29 日竣工 
ALC2/0 855.41 1,371.57 3,361.45 

結城消防署 

結城南出張所 

結城市大字大木 1 , 138 番地 

昭和 50 年 4 月 1 日竣工 
RC1/0 250.80 250.80 1,332.18 

桜川消防署 
桜川市西桜川二丁目 29 番地 

昭和 49 年 8 月 5 日竣工 
RC1/0 442.85 436.69 1,810.08 

桜川消防署 

真壁分署 

桜川市真壁町山尾 793 番地 

昭和 49 年 7 月 10 日竣工 
RC1/0 435.20 426.40 1,224.54 

桜川消防署 

大和分署 

桜川市羽田 1,000 番地 

プレハブ仮庁舎（リース） 

※平成２３年１０月 

仮庁舎 1/0 

車庫RC1/0 

55.00 

114.00 

55.00 

114.00 
902.00 

 



階　級 消　防 消　 防 消　防 消　 防 消　防 消　 防
正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

1 1
1 1

課長 1 1
課長補佐 2 2
企　画　係 (1) (1)
財　政　係 (1) (1)
会　計　係 1 1
庶　務　係 1 1 1
総務課付 17 1 2 14
課        長 1 1
課長補佐 1 1
調　査　係 (1) (1)
予防・保安係 2 1 1
危険物係 1 1
課　　　 長 1 1
指揮隊長 2 2
課長補佐 7 7
指　揮　係 4 2 2
課 　　　長 1 1
課長補佐 2 2
係　　 　長 5 5
係　　　 員 6 6
再任用 2 2

60 1 3 5 14 11 10 15 1

1 1
1 1

課　　　 長 1 1
課長補佐 3 3
総　務　係 13 3 3 4 3
管　理　係 14 2 4 4 4
課　　 　長 1 1
課長補佐 1 1
消  防  係 12 3 4 2 3
保　安　係 13 2 3 6 2

1 1

61 　 2 6 11 14 16 12

1 1
3 1 2
3 1 1 1
4 1 1 2
3 1 2

14 1 1 3 4 5

1 1
4 1 1 2
3 1 1 1
3 1 1 1
3 1 1 1

14 1 1 3 4 1 4

消　防　長
消　防　次　長

消

防

本

部

総　務　課

予　防　課

警　防　課

通信指令課

小       計

 職 員 係 別 配 置 状 況 （１）

 (平成27年4月1日現在)

計 消防監 消防士
本部・署係別

消　防　係
保　安　係

小       計

管　理　係

筑

西

消

防

署

署　　 　長
副　署　長

事務
吏員

明

野

分

署

分　署　長
総　務　係
管　理　係
消　防　係
保　安　係

小       計

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

関

城

分

署

分　署　長
総　務　係

－２０－



階　級 消　防 消　 防 消　防 消　 防 消　防 消　 防
正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

1 1
4 1 2 1
3 1 1 1
3 1 1 1
3 1 1 1

14 0 0 1 1 3 5 1 3 0
1 1
1 1

課　　　 長 1 1
課長補佐 3 3
総　務　係 11 3 2 2 4
管　理　係 12 2 3 1 6
課　　　 長 1 1
課長補佐 1 1
消　防　係 10 2 2 3 3
保　安　係 11 2 4 3 2

1 1
53 0 0 2 6 10 11 9 15 0
1 1

1
課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
総　務　係 10 2 3 4 1
管　理　係 11 2 2 2 5
課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
消　防　係 10 2 3 1 4
保　安　係 10 2 4 2 2

1 1
50 0 2 6 9 12 9 12 0
1 1

課長補佐 1 1
総　務　係 5 1 2 2
管　理　係 5 1 1 2 1
課長補佐 1 1
消　防　係 4 1 2 1
保　安　係 4 2 2
再任用 1 1

22 0 0 1 2 6 5 3 5 0

288 1 3 15 37 56 65 39 71 1

事務
吏員

 職 員 係 別 配 置 状 況 （２）

(平成２７年４月１日現在)

計 消防監 消防士
署係別

協

和

分

署

分　署　長
総　務　係
管　理　係
消　防　係
保　安　係

小       計

結

城

消

防

署

署　　 　長

副　署　長

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

桜

川

消

防

署

署　　 　長

副署長兼大和分署長

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

総　合　計

真

壁

分

署

分　署　長

管　理　課

消　防　課

小       計

-21-



消　防 消　 防 消　防 消   防 消　防 消   防

正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

21 21

28 28

13 13

10 6 4

10 9 1

9 7 2

9 1 8

1 1

7 3 4

8 1 4 3

8 2 5 1

8 1 6 1

8 3 5

9 1 6 2

7 1 3 3

6 3 1 2

7 5 1 1

0
7 3 3 1

2 1 1

11 3 5 3

10 4 5 1

6 1 3 2

4 1 2 1

1 1

4 2 1 1

0
1 1

1 1

4 2 2

2 1 1

3 1 1 1

10 2 3 2 3

2 1 1

0
4 2 2

2 1 1

3 1 2

4 1 1 2

11 3 5 3

13 1 5 5 2

11 1 3 3 4

2 2

287 1 3 15 37 56 65 41 69

※再任用者３名を含む。なお、広域事務局からの出向者１名は、合計には含めない。

４ １ 年

４ 2 年

計

３ ５ 年

３ ６ 年

３ ７ 年

３ ８ 年

３ ９ 年

４ ０ 年

３ ０ 年

３ １ 年

３ ２ 年

３ ３ 年

３ ４ 年

２ ５ 年

２ ６ 年

２ ７ 年

２ ８ 年

２ ９ 年

２ ０ 年

２ １ 年

２ ２ 年

２ ３ 年

２ ４ 年

１ ５ 年

１ ６ 年

１ ７ 年

１ ８ 年

１ ９ 年

１ ４ 年

５　年

６　年

７　年

８　年

９　年

１年未満

1　年

１ ０ 年

１ １ 年

１ ２ 年

１ ３ 年

２　年

３　年

４　年

  職　員　勤　務　年　数 

階　級
計 消防監 消防士

勤続年数

(平成2７年４月１日現在)
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消　防 消　 防 消　防 消   防 消　防 消   防

正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

8 0 0 0 0 0 0 0 8
7 0 0 0 0 0 0 0 7
6 0 0 0 0 0 0 0 6
8 0 0 0 0 0 0 2 6

11 0 0 0 0 0 0 0 11
9 0 0 0 0 0 0 2 7

12 0 0 0 0 0 0 2 10
9 0 0 0 0 0 0 3 6

12 0 0 0 0 0 0 7 5
9 0 0 0 0 0 1 5 3
9 0 0 0 0 0 2 7 0
3 0 0 0 0 0 0 3 0
7 0 0 0 0 0 4 3 0
8 0 0 0 0 2 3 3 0
9 0 0 0 0 1 5 3 0
7 0 0 0 0 1 6 0 0
7 0 0 0 0 4 3 0 0
9 0 0 0 0 5 4 0 0
7 0 0 0 4 2 1 0 0
6 0 0 0 3 1 2 0 0
9 0 0 0 1 4 4 0 0
9 0 0 0 3 5 1 0 0
5 0 0 0 1 3 1 0 0
9 0 0 0 2 5 2 0 0
8 0 0 0 5 1 2 0 0
7 0 0 0 4 2 1 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
1 0 0 0 0 0 1 0 0
1 0 0 0 1 0 0 0 0
3 0 0 0 1 1 1 0 0
1 0 0 0 1 0 0 0 0
3 0 0 0 1 1 1 0 0
1 0 0 1 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0 2 1 0 0
4 0 0 0 4 0 0 0 0
3 0 0 0 0 0 2 1 0
1 0 0 0 1 0 0 0 0
5 0 0 1 2 0 2 0 0
8 0 1 2 2 0 3 0 0
5 0 1 0 1 0 3 0 0

20 0 0 5 0 10 5 0 0
15 1 1 6 0 3 4 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0 3 0 0 0

287 1 3 15 37 56 65 41 69

※再任用者３名を含む。なお、広域事務局からの出向者１名は、合計には含めない。

６ ０　歳
６ １　歳

合    計

５ ４　歳
５ ５　歳
５ ６　歳
５ ７　歳
５ ８　歳
５ ９　歳

４ ８　歳
４ ９　歳
５ ０　歳
５ １　歳
５ ２　歳
５ ３　歳

４ ２　歳
４ ３　歳
４ ４　歳
４ ５  歳
４ ６　歳
４ ７　歳

３ ６　歳
３ ７　歳
３ ８　歳
３ ９　歳
４ ０　歳
４ １　歳

３ ０　歳
３ 1　歳
３ ２　歳
３ ３　歳
３ ４　歳
３ ５　歳

２ ４　歳
２ ５　歳
２ ６　歳
２ ７　歳
２ ８　歳
２ ９　歳

１９歳未満
1 ９　歳
２ ０　歳
２ １　歳
２ ２　歳
２ ３　歳

  階 級 別 年 齢 

(平成27年4月1日現在)
階級

計 消防監 消防士
年齢
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　    階  級

筑 西 市 144 1 2 9 17 24 34 23 34

結 城 市 40 0 1 0 9 11 10 3 6

桜 川 市 84 0 0 6 9 18 17 12 22

古 河 市 1 0 0 0 0 0 1 0 0

下 妻 市 2 0 0 0 0 0 1 1 0

つ く ば 市 4 0 0 0 0 0 1 1 2

常 総 市 1 0 0 0 0 1 0 0 0

笠 間 市 2 0 0 0 0 0 0 0 2

猿 島 郡 境 町 1 0 0 0 0 0 0 0 1

坂 東 市 1 0 0 0 0 0 0 0 1

真 岡 市 1 0 0 0 0 1 0 0 0

小 山 市 5 0 0 0 1 1 1 1 1

下 野 市 1 0 0 0 1 0 0 0 0

287 1 3 15 37 56 65 41 69

※再任用者３名を含む。なお、広域事務局からの出向者１名は、合計には含めない。

消　防　吏　員　住　所

（平成２７年４月１日現在）

　 圏　別

計

消

防

正

監

消

防

司

令

補

消

防

副

士

長

消

防

士

消

防

士

長

県

外

合　　　　計

圏

外

消

防

司

令

長

消

防

司

令

消

防

監

圏

内

－２４－



発生
件数

1 14 7 8 8 11 1 8 9 4 6 3 80

発送
件数

0

発生
件数

617 615 620 706 691 575 682 595 810 778 591 621 7901

発送
件数

2 1 1 1 5

発生
件数

25 24 12 14 19 14 15 10 14 16 13 12 188

発送
件数

1 1

区　分

人数 1 1 1 3 24 8 5 2 32 77

団体数
部隊

9 2 11

礼　状　等　発　送　状　況
（平成２７年４月１日付）

（平成２７年４月１日付）

茨
城
県
消
防
長
会

消
防
長
表
彰

合
計

消　防　長一　般　者　表　彰 職　員　表　彰

各　種　表　彰　状　況

茨
城
県
知
事

日
本
消
防
協
会

全
国
消
防
協
会

茨
城
県
消
防
協
会

全
国
消
防
長
会

関
東
支
部

全
国
消
防
長
会

種
別

優
良
分
団

火
災
協
力

救
急
救
命

救
助
協
力

消
防
長
長
官

合計5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 34

火災

救急

救助

月別　
　種別
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28 109 7 25 19 12 46

1 1 1

1 1 1

1 1 1

東 京 救 命 士 養 成 研 修 2 2 2

九 州
指導的立場の救急救命士研

修
1 1 1

初任教育 初 任 科 2 21 21

救 急 科 2 12 12

救 助 科 1 4 4

火 災 調 査 科 1 2 1 1

危 険 物 科 1 2 2

警 防 科 1 2 2

特 殊 災 害 科 1 2 1 1

水 難 救 助 課 程 1 1 1

操法指導車研修会（ポンプ） 1 3 1 2

1 27 1 9 3 5 9

1 1 1

1 10 1 4 3 1 1

1 5 2 1 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 2 1 1

0

1 2 1 1

1 2 2

1 2 2酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習

小型式移動ク レーン運転技術講習

消
防
大
学
校

火 災 調 査 科

危 機 管 理 国 民 保 護 コ ー ス

緊 急 援 助 隊 教 育 Ｎ Ｂ Ｃ コ ー ス

消防職員教育状況

合計

実施回
数

受講人
員

消防
司令
以上

消防
司令補

消防
士長

消防
副士長

消防
士

回数・人員・階級

　　種　　別

平成26年度

消
防
学
校

各
種
研
修

救命士
研修所

ロープレスキュー（ロープアクセスⅠ）

気 管 挿 管 再 教 育 講 習

茨 城 県 救 急 医 学 会

ＡＨＡ－ＡＣ Ｌ Ｓプロバイダーコース

Ａ Ｈ Ａ － Ｂ Ｌ Ｓ プ ロ バ イ ダ ー コ ー ス

専 科 教
育

特 別 教
育

玉 掛 け 技 能 講 習

消 防 実 務 講 習 会

小 型 船 舶 免 許 取 得 講 習 会

潜 水 士

スイフトウォーターレスキュー（テクニシャンレベ
ル 1 ）
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（平成２６年度）

150 64 4 6 3 23 7 22 18 3

3,191 349 353 310 329 284 343 321 352 229 321

308 58 6 5 25 62 54 92 3 3

236 22 32 21 19 17 7 38 68 12

1,387 56 87 226 97 149 84 113 110 199 266

833 287 48 15 7 115 4 235 25 97

541 152 2 31 35 131 82 15 51 33 9

6,646 988 442 657 508 618 726 521 900 575 711

（平成２６年度）

3,266 49 152 7 705 15 106 2,200 0 32 2,823 116%

1,375 31 58 18 158 4 84 990 18 14 1,174 117%

1,382 18 43 85 305 18 60 836 1 16 1,451 95%

6,023 98 253 110 1,168 37 250 4,026 19 62 5,448 111%

桜
川
消
防
署

真
壁
分
署

種別
署
別

計

筑
西
消
防
署

筑
西
消
防
署

関
城
分
署

救助訓練

署外活動指導

合計

救急講習会

職場教養

操法訓練

模擬火災訓練

私
設
防
火
水
槽

消火栓
プ
ー
ル

筑
西
消
防
署

協
和
分
書

筑
西
消
防
署

川
島
出
張
所

結
城
消
防
署

南
出
張
所

筑
西
消
防
署

明
野
分
署

結
城
消
防
署

桜
川
消
防
署

教 養 訓 練 の 実 施 状 況

桜
川
消
防
署

大
和
分
署

充
足
率

20㎥
以下

20㎥
40㎥
以下

40㎥ その他
公設 私設

基
準
数

体力訓練

消 防 水 利 の 現 況

種
別

計

防火水槽

市別

筑西市

結城市

桜川市

合計

平成２６年度は本部主催の消防活動の知識・伝承に伴う生涯学習を９回実施しました。
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排気量

種別 型式 （ｃｃ）

指 揮 車 普通乗用車 CBF-TRH226K 2,693 トヨタ H.22.03 車載映像伝送システム付

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 KC-FD1JEBA改 7,960 日　産 H.10.10 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 GE-VCH38S 3,370 トヨタ H.12.11

連絡車（プ リウス） 普通乗用車 DAA-ZVW3.0 1,790 トヨタ H.22.02

連絡車（カリーナ） 普通乗用車 E-AT190 1,580 トヨタ H.06.10

連 絡 車 （ パ ッ ソ ） 普通乗用車 DBA-KGC10 990 トヨタ H.20.07 肥田猛氏寄贈

連 絡 車 （ セ レ ナ ） 普通乗用車 UA-TNC24 1,990 日産 H.14.06 H25事務局から移管

火 災 原 因 調 査 車 普通乗用車 E-TD01W改 1,590 スズキ H.07.03 　

指　　令　　車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ E-RFNB14 1,490 日　産 H.09.09

防災活動車（ﾃﾞﾘｶ） 普通乗用車 E-RFNB14 1,490 日　産 H.09.09

マ イ ク ロ バ ス ｷｬﾌﾞｵｰﾊﾞｰ U-HDB851 4,160 トヨタ H.05.10

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 SKG-XZU685N 4,000 日　野 H24.03 CAFS搭載・積載水600リットル

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 KK-FD1JEDA改 7,960 日　野 H.14.12 積載水 1,500ℓ

救 助 工 作 車 Ⅲ型 BDG-GX7JGWA改 6,400 日　野 H.23.01 高度救助資機材一式

梯 子 車 38m級-A2級 KC-PR4FPDF 20,780 日　野 H.08.11

水 槽 車 Ⅱ型小型ポンプ付 KL-FS4FRHA 20,780 日　野 H.14.12 積載水 9,900ℓ

搬 送 車 普通トラック KK-XZU421 4,890 トヨタ H.13.10 2.9tｸﾚｰﾝ付

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.21.12

防 火 指 導 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.16.11

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ E-W10改 1,830 日　産 H.07.07

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 KC-NKR71GN 4,570 いすゞ H.10.03

救 急 車 高規格 TC-VCH38S 3,370 トヨタ H.16.11

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 ADG-FD7JEWA改 6,400 日　野 H.18.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.25.12

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ GF-WFY11 1,490 日　産 H.13.06

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 ADG-FD7JEWA改 6,400 日　野 H.18.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 TC-VCH38S 3,370 トヨタ H.18.03

指　　令　　車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.17.11

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 ADG-FD7JEWA改 6,400 日　野 H.19.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 ＣＢＦ－ＴＲＨ２２６Ｓ 3,370 トヨタ H.25.02

指　　令　　車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.17.11

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 ＴＫＧ－ＸＺＵ６８５Ｍ 4,000 日　野 H.27.03 CAFS搭載・積載水600リットル

救 助 資 機 材 搭 載 型
水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 SDG-GX7ＪＧＡＡ改 6,400 日　野 H.25.02 積載水 1,500ℓ　CAFS

救助資機材積載

積載水 1,500ℓ

消火薬剤 500ℓ

梯 子 車 30m級-A2級 U-PR2FNAF 17,230 日　野 H.05.12

救 急 車 高規格 ＣＢＦ－ＴＲＨ２２６Ｓ 2,690 トヨタ H.23.11

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ DBA-NZE141G 1,490 トヨタ H.23.03

搬 送 車 普通貨物バン KG-SR8F23 3,150 日　産 H.14.02

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 PB-FD7JEFA改 6,400 日　野 H.17.03 積載水 1,500ℓ　

救 急 車 高規格 ＣＢＦ－ＴＲＨ２２６Ｓ 2,690 トヨタ H.19.03

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 ＢＤＧ－ＸＺＵ３７８Ｍ 4,000 日　野 H.19.03 積載水 600ℓ
救 助 資 機 材 搭 載 型
水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 SDG-GX7ＪＧＡＡ改 6,400 日　野 H.25.12 積載水 1,500ℓ　CAFS

救助資機材積載

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.21.12 　

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.15.10

山林パトロール車 普通乗用車 E-TD01W改 1,590 スズキ H.07.03 山林火災用

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 KK-XZU371M 4,890 日　野 H.11.11

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 PB-FD7JEFA改 6,400 日　野 H.17.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.27.03

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.15.10

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 KK-FD1JEEA改 7,960 日　野 H.15.11 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 TC-VCH38S 3,370 トヨタ H.15.11

備　　　考

協
和
分
署

明
野
分
署

　　　消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 の 現 勢 
(平成２７年４月１日現在）

所
属

車  　   別
機　　械　　区　　分

車名 配置年月

消
　
防
　
本
　
部

筑
　
西
　
消
　
防
　
署

川

島

出

張

所

広報車 ステーションワゴン ＤＢＡ－Ｙ１２

大
和
分
署

日　野

関
城
分
署

結
 

城
 

消
 

防
 

署

南
出
張
所

桜
川
消
防
署

化 学 車 Ⅱ型-A2級 KK-GD1JGDA改 7,960

1,490 日　産 H.19.03

真
壁
分
署

H.11.12
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※は緊急消防援助隊登録車両

消　防　車　両　等　配　置　状　況

(平成２７年４月１日現在)
　　　　　　　車両
別

署所別

1 2 1 8 10 525 10 2 1 1 11

21 1

1 41 1 ※１

1 1 5※１ ※１ 1

21 1

1 1 7※１ ※１ 1 1 ※１

21 1

1 31 1

1 31 1

1 31 ※１

1 ※１ 1 2 101 1 ※１ ※１ ※１

1 1 7 11消防本部

筑西消防署

合計

1 1

結城南出張所

桜川消防署

真壁分署

大和分署

関城分署

明野分署

協和分署

川島出張所

結城消防署

搬
送
車

指
揮
車

指
令
車

そ
の
他

計

普
通

ポ
ン
プ
車

水
槽
付

ポ
ン
プ
車

梯
子
車

化
学
車

救
助

　
工
作
車

救
急
車

水
槽
車

大和分署

真壁分署

筑西消防本部

筑西消防署

協和分署

関城分署

川島出張所結城消防署

南出張所

国道５０号

国道２９４号

桜川市

筑西市結城市

Y Y

Y

Y

Y

Y

Y

Y

Y

Y

桜川消防署

明野分署
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転
院
搬
送

医
師
搬
送

資
材
搬
送

そ
の
他

7,901 12 5 924 102 35 944 47 78 4,889 818 1 46

7,262 7 1 846 102 34 883 38 60 4,473 812 6

7,370 9 1 947 102 35 886 38 59 4,475 812 6

 

転
院
搬
送

医
師
搬
送

資
材
搬
送

そ
の
他

2,171 5 3 477 36 22 299 17 26 1,264 9 13 234

4,234 3 160 57 11 530 18 40 3,082 323 10 274

1,106 2 2 252 3 1 59 11 10 278 484 4 77

232 9 5 1 41 1 1 172 1 1 20

158 2 26 1 15 1 93 2 18 34

7,901 12 5 924 102 35 944 47 78 4889 818 1 46 639

救　急　・　救　助　業　務　に　つ　い　て

水
　
　
難

広  域  圏  内  救  急  件  数

（平成2６年度）

火
　
　
災

自
然
災
害

水
　
　
難

交
　
　
通

労
働
災
害

不
 

搬
 

送

639

そ　の　他
自
損
行
為

急
　
　
病

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
　
　
害

自
損
行
為

急
　
　
病

携帯１１９

その他

（平成2６年度）

合　　計

加入電話

駆け付け

火
　
　
災

自
然
災
害

出場件数

搬送件数

搬送人員

広  域  圏  内  覚  知  別  出  場  件  数

そ　の　他
交
　
　
通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

不
 

搬
 

送

加
　
　
害

固定１１９

計

区分

事
故
種
別

区分

事
故
種
別 計

私達の生活の中で偶発的に発生する事故に対応するのが救急・救助業務です。小さい怪我から

生命にかかわる大事故まで、その内容は多種多様にわたります。

平成２６年度中の広域圏内の救急活動状況を見ると、救急隊の出場件数は７，９０１件で搬送

人員については、７，３７０人に上ります。これは広域圏内ではおよそ１日２１．６件、圏内住

民２７．４人に１人が救急隊によって搬送されたことになります。

救急隊の出場件数を事故種別で見ると、急病が一番多く４，８８９件と全体の６２％を占めて

います。次に一般負傷９４４件（１２％、交通事故９２４件１１．７％）と続いています。
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月別

署別

筑 西 1427 110 116 114 140 116 113 119 108 136 134 107 114

川 島 910 75 63 74 72 76 70 76 64 94 100 73 73

関 城 510 40 41 32 39 47 39 54 35 63 52 39 29

明 野 634 48 44 47 56 53 40 56 64 73 63 35 55

協 和 752 66 48 59 68 62 55 70 62 67 71 56 68

結 城 1212 95 110 99 110 106 77 117 89 116 120 74 99

南 593 50 55 51 58 55 40 44 46 64 62 38 30

桜 川 798 64 61 61 58 66 60 73 50 86 72 79 68

真 壁 691 45 47 54 65 60 60 47 58 70 69 55 61

大 和 374 24 30 29 40 50 21 26 19 41 35 35 24

合 計 7901 617 615 620 706 691 575 682 595 810 778 591 621

各　署　別　・月　別　救　急　出　場　件　数

１２ １１０ １１８ ９計 ４ ５ ２ ３６ ７

（平成２６年度）

1427 

910 

510 
634 

752 

1212 

593 

798 
691 

374 

0

500

1000

1500

2000

2500

筑西 川島 関城 明野 協和 結城 南 桜川 真壁 大和

件
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年齢区分

傷病程度

死  亡

重  症

中等症

軽  症

その他

合  計

事故種別

傷病程度

死  亡 165 2 5 13 142 3

重  症 845 44 17 97 3 15 477 192

中等症 2,901 1 1 134 38 6 280 6 16 1,867 552

軽  症 3,447 8 765 46 29 503 29 15 1,983 69

その他 12 2 1 1 6 2

合  計 7,370 9 0 1 947 102 35 886 38 59 4,475 818

6

5

事故種別
　　区　分

搬 送 件 数

出 動 件 数 5

4

(平成２６年度)

1 1

1

交 通 事 故 急 病 車 両 火 災 合 計

成　　人

1,920

220

133

6143

1,355

5

4,027

809

1,599

6

2,665

新 生 児

7～18歳未満29日～7歳未満生後28日以内

70 73

2 6

乳 幼 児 少　　年

水

難

年 齢 区 分 別 ・ 傷 病 程 度 別 搬 送 人 員

(平成２６年度)

165

計

1

老　　人

65歳以上18～65歳未満

31

1

845

2,901

3,447

急

病

事 故 種 別 ・ 傷 病 程 度 別 搬 送 人 員

(平成２６年度)

そ

の

他

火

災

自

然

災

害

202

労

働

災

害

運

動

競

技

35

交

通

281

3 288

高　速　道　救　急　件　数

北関東自動車道路（桜川・筑西IC～笠間西IC／桜川・筑西IC～真岡IC）　その他は車両火災

12

29

加

害

自

損

行

為

7,370

一

般

負

傷

計

362
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4 14平成２６年１２月 5 5

平成２ ６年 ９月 14

平成２６年１０月 15

平成２６年１１月 102

5 5 1

平成２ ６年 ５月 24

平成２ ６年 ６月 12

平成２ ６年 ７月 14

3

2 6 2

平成２ ６年 １月 16

平成２ ６年 ２月 13

平成２ ６年 ３月 12

2

4 3

4

3 5

2

7 5 2

197 9 1

5 4

平成２ ６年 ８月

1 3

4

平成２ ６年 ４月 2511 8 1 1 1 3

1 4

5 6

月

合

計

そ
の
他
の
事
故

9 4 1 2

14 6

(平成２６年度）

7,901

7,370

21.6865

火

災

交

通

事

故

水

難

事

故

機

械

事

故

建

物

事

故

20.2947

913

35 886

(平成２６年度）

47944102924

4107

4545

4098

4475

4561

救　助　出　動　状　況

818

12

9

91 33

35

92

63

81

33

4130

4688

4308

4889

計

7,417

6,873

7,458

6,878

78

69

94

59786

957

5938

28906

74

62

32

24

47

42

35

806 97

30

出場車両数 火災 交通事故

89

86

91

89950

5

102搬送人員

7,401

6,861

Ｈ２６
出場件数

出場件数
Ｈ２4

3

1

819

868

7

18

11

7

7

3

過　去　５　年　間　の　救　急　状　況
(平成２６年度）

 
事
故
種
別

月

一
　
日
　
平
　
均

そ
 
　
の
　
 
他

運
　
動
　
競
　
技

自
　
然
　
災
　
害

交
　
　
　
　
　
通

火
　
　
　
　
　
災

853

自
　
損
　
行
　
為

835

802

766

Ｈ２５

12

11

11

水
　
　
　
　
　
難

20.3

18.8

18.8

20.4

18.8

20.3

急
　
　
　
　
　
病

4535

21.2

搬送人員 19.7

911

8541

7,723

労
　
働
　
災
　
害

6

83

78

969

952

1

926

加
　
　
　
　
　
害

一
　
般
　
負
　
傷

1032

1020

30

773

832

7,203

搬送人員

1 918出場件数

41

704

765

24

24

搬送人員

出場件数

Ｈ２３
4 30

30

出場件数

搬送人員

795 308 330 36 8

36
Ｈ２２

2

2

1

8 105

水難事故 機械事故 建物事故 その他の事故

35 188

 
事
故
種
別

年度別

出 場 別 合 計 77 66 6 2 2
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0 0 0 0 14搬送件数 11 2 1 0 0

0 0 0 0 0 16

労災 運動 加害 その他 合計自損

要請件数 11 3 2 0

急病 交通 一般 転院

4 0 0 0 18

ドクターカー出場件数

搬送件数 2 3 9 0 0

0 14 0 0 0 41

労災 運動 加害 その他 合計

要請件数 4 7 16 0

1020

121

消防隊救急支援出場状況

ドクターヘリ出場状況

急病 交通 一般 転院 自損

1

0

16

1

4

2

4

0

38

3

14

4

合計

ＰＡ連携

ＲＡ連携

756

36

112

65

75

10

急病 交通 一般 転院 自損 労災 運動 加害 その他
事故種

区 分

事故種

区 分

事故種

区 分
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予 防 関 係 
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火  災 に つ い て 

 

 筑西広域管内における平成２６年度の出火件数は８９件で、前年度と比較して９件増加

しています。 

損害額も２３８，４２９千円で前年度に比べ３５，５３４千円の増加となっています。 

 火災種別では、建物からの出火件数が５９件で、全体の６６％と多くを占めています。

出火原因別では、放火（疑いを含む）によるものが２１件といちばん多く、全体の２４％ 

を占めています。放火予防対策は、地域住民が放火火災に対する危機意識を持ち、安全で

住みよいまちづくりをすすめていくことです。放火を防ぐために建物の周囲・物置・車庫

など人が侵入しやすい場所は、施錠の管理をきちんと行い外部からの侵入を防ぐことや、

照明器具を設置し暗がりを作らないこと、建物の周囲に燃えやすい物を放置しないことを

心掛けましょう。 

 

平成２６年度における火災による死傷者は、死者３名、負傷者８名となっています。火

災による死者は、高齢者が占める割合が多く、今後の高齢化の進展とともにさらに増加す

ることが懸念される状況にあります。 

このため、現在すべての住宅を対象として住宅用火災警報器等の設置及び維持が義務づ

けられています。 
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火災概要 

（平成２６年度） 

 

 

 

              

建物火災 ５９件               車両火災 ７件 

損害額 229,763千円             損害額 7,738千円 

 

 

 

                 

       林野火災 ０件               その他の火災  ２３件 

損害額 0千円               損害額  928千円 
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市別火災種別 

         （平成２６年度） 

28

17
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3
2 2
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筑西市 結城市 桜川市
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市別出火件数 

（平成２６年度） 
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市別火災状況 

（平成２６年度） 

        市別 

種別 
単位 計  筑西市  結城市  桜川市  

建
物
焼
損
棟
数 

全焼 

棟 

48 21 13 14 

半焼 8 3 2 3 

部分焼 34 13 16 5 

ぼや 26 11 7 8 

合計 116 48 38 30 

焼
損
面
積 

床面積 

㎡ 

5,569 1,628 2,108 1,833 

表面積 266 71 120 75 

合計 5,835 1,699 2,228 1,908 

林野焼損面積 ａ 1 0 0 1 

罹
災
世
帯 

全損 

世帯 

18 6 7 5 

半損 1 0 1 0 

小損 27 12 9 6 

合計 46 18 17 11 

罹災者数 人 137 51 46 40 

損
害
額 

建物火災 

千円 

229,763 66,662 106,212 56,889 

林野火災 0 0 0 0 

車両火災 7,738 3,344 3,538 856 

その他の火災 928 136 361 431 

合計 238,429 70,142 110,111 58,176 

死
傷
者 

死者 

人 

3 2 0 1 

傷者 8 4 4 0 

合計 11 6 4 1 
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建物火災焼損棟数及び罹災世帯数 

     （平成２６年度） 
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月別出火件数 

0
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14

16

２５年度

２６年度

 

 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

１０

月 

１１

月 

１２

月 

１

月 

２

月 

３

月 

２５年度 1 14 7 8 8 11 1 8 9 4 6 3 

２６年度 13 10 4 3 8 9 6 3 8 14 8 3 
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時間別出火件数 

0 2 4 6 8 10 12 14

出火時間不明

23～24

22～23

21～22

20～21

19～20

18～19

17～18

16～17

15～16

14～15

13～14

12～13

11～12

10～11

９～10

８～９

７～８

６～７

５～６

４～５

３～４

２～３

１～２

０～１

件数（２６年度）

件数（２５年度）
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主な出火原因（平成２６年度） 

 

① 放火（疑いを含む） ２１件  

 

②たき火 １５件   ③たばこ ６件  

 

④こんろ ４件     ④焼却炉  ４件  

焼却炉 ストーブ こたつ 煙突・煙道排気管 電気機器 電気装置
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の
他
の
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危険物について 

 

 危険物は第１類から第６類までに区分されています。このうち石油類を中心とした第４

類の危険物が大半を占めており、１,０７７危険物施設のうち第４類を貯蔵し、又は取扱う

危険物施設が、１,０４４施設で９６．９％に及んでいます。 

 これらの危険物施設においては危険物取扱資格者以外の者は、甲種又は乙種危険物取扱

者の立会いがなければ危険物を取扱うことができないため、従業員全員が危険物取扱者免

状を取得するよう指導しています。 

 

 

 

 

 

平成２６年度危険物取扱者試験合格者数 

 

（筑西会場） 

第１回                    第２回 

総受験者数   ３９３人           総受験者数   ３８９人 

 

総合格者数   １５８人           総合格者数   １３８人 

甲 種      １６人           甲 種      １５人 

乙 種（第４類） ９２人           乙 種（第４類） ６７人 

丙 種       ９人           丙 種       ７人 

その他      ４５人           その他      ５６人 

 

 

（県全体） 

総受験者数     １１，０２３人 

総合格者数     ３，９２８人 

甲 種         ２９５人 

乙種（第４類）   ３，０１０人 

丙 種         ２３７人 

その他       １，１６５人 
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危険物規制対象施設数 

     （平成２７年３月３１日現在） 

施設数 

区分 
設置許可施設 完成検査済証交付施設 

数
量
別 

５倍以下 361 361 

５倍を超え 10倍以下 258 258 

10 〃    50 〃  246 246 

50 〃   100 〃  95 95 

100 〃   150 〃  37 37 

150 〃   200 〃  27 27 

200 〃  1,000 〃  50 50 

1,000 〃 5,000〃 2 2 

5,000 〃 10,000〃 1 1 

10,000倍を超えるもの  0 0 

合  計 1,077 1,077 

種
別 

単
独 

第 1 類 2 2 

第 2 類 2 2 

第 3 類 1 1 

第 4 類 1,044 1,044 

第 5 類 7 7 

第 6 類 1 1 

混  在 20 20 

合  計 1,077 1,077 
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市別危険物施設数   （平成２７年３月３１日現在） 

市別 

製造所等別 
筑西市 結城市 桜川市 合 計 

製造所 9 3 3 15 

貯
蔵
所 

屋   内 98 58 26 182 

屋外タンク 129 12 28 169 

屋内タンク 7 0  5 12 

地下タンク 81 44 35 160 

簡易タンク 0 0  0 0 

移動タンク 79 26 8 113 

屋   外 13 7 21 41 

取
扱
所 

給   油 116 43 49 208 

第一種販売  0  0 1 1 

一   般 109 41 26 176 

合   計 641 234 202 1,077 

 

危険物施設立入検査状況 （平成２７年３月３１日現在） 

      区分 

製造所等別 

  査察件数 査察人員 

施設数 回数 検査割合 述べ 

製 造 所 15 6 40％ 24 

貯
蔵
所 

屋   内 182 93 51％ 372 

屋外タンク 169 59 35％ 236 

屋内タンク 12 8 67％ 32 

地下タンク 160 105 66％ 420 

簡易タンク 0 0 － 0 

移動タンク 113 55 49％ 220 

屋   外 41 33 80％ 132 

小計 690 359 52％ 1,436 

取
扱
所 

給   油 208 173 83％ 692 

第一種販売 1 1 100％ 4 

一   般 176 102 58％ 408 

小計 387 276 71％ 1,104 

合   計 1,077 635 59％ 2,540 
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防火対象物 

 防火対象物は、消防法施行令別表第一により用途別に（１）項から（２０）項までに分

類されています。建築物と似た意味で使われることが多いですが、実際には少し違います。

防火対象物という字のとおり防火の対象となる物ですので、火災を予防するために消防法

令による規制を課す対象となる物という意味で使われます。防火対象物は、用途区分、構

造、面積、階層、収容人員などの各基準に該当すると、消防法により消防用設備等の設置

義務や防火管理者の選任義務が生じます。しかし、一般の方には消防用設備等や防火管理

者などはあまりなじみのあるものではありません。そのため、気づかないうちに消防法令

に違反していることがあるので、消防職員が定期的（１～３年）に立入検査に出向き、消

防法令違反や危険因子がないか調査しています。違反があった場合は速やかに改善してい

ただくようお願いし、違反が改善しない防火対象物には１年に１回以上立入検査に出向き

違反が改善するよう促すようにしています。 

 

 

 

 

 

 

建築確認同意事務処理件数 

（平成２６年度） 

種 別 新 築 増 築 改 築 その他 合 計 

筑西市 １５７ ４ ０ １ １６２ 

結城市 ６２ ８ ０ １ ７１ 

桜川市 ４１ １ ０ １ ４３ 

合  計 ２６０ １３ ０ ３ ２７６ 
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火災予防条例等に基づく届出状況 

（平成２６年度） 

市    別 

 

項    目 

合 

 

計 

筑 

西 

市 

結 

城 

市 

桜 

川 

市 

圧縮アセチレンガス １７ ２ ９ ６ 

液化石油ガス貯蔵取扱 １８ １６  ２ 

喫煙・裸火使用、危険物品持込 １８ ６ １１ １ 

防火対象物使用開始 ８８ ５７ １９ １２ 

露店等開設届出 １４ ３ ５ ６ 

炉、かまど、ボイラー乾燥設備 ３０ １７ ９ ４ 

ネオン管灯設備     

発電、変電、蓄電池設備 ８４ ３６ ３０ １８ 

水素ガス充てん気球     

火災とまぎらわしい行為の届出 ２７２ １８０ ３０ ６２ 

煙火打ち上げ １８６ ７５ ２０ ９１ 

催物開催 ８ ３ １ ４ 

水道断減水 ３   ３ 

道路工事 １８０ １１４  ６６ 

少量危険物貯蔵取扱 ２５ １０ ７ ８ 

指定可燃物貯蔵取扱 １０ ３ ７  

合計 ９５３ ５２２ １４８ ２８３ 
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広域圏内中・高層建築物状況 

 （平成２７年３月３１日現在） 

 

防火対象物               
棟数 

階 数 

4 5 6 7 8 9 10 

1 
イ 劇場・映画館・演芸場等         

ロ 公会堂・集会場 2 2       

2 

イ キャバレー・ナイトクラブ等         

ロ 遊技場・ダンスホール         

ハ 性風俗関連特殊営業店舗等         

ニ カラオケボックス等         

3 
イ 待合・料理店類         

ロ 飲食店 2  2       

4   百貨店・マーケット・店舗等         

5 
イ 旅館・ホテル・宿泊所 12 4 1 2 3 1  1 

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 40 16 23    1  

6 

イ 病院・診療所・助産所 13 8 4 1     

ロ 社会福祉施設（入所施設） 3 2 1      

ハ 社会福祉施設（通所施設） 1  1      

ニ 幼稚園・盲学校・養護学校等         

7   小・中・高・大・各種学校類 26 24 2      

8   図書館・博物館類         

9 
イ 公衆浴場のうち熱気浴場類         

ロ イ以外の公衆浴場         

10   車両の停車場等         

11   神社・寺院・教会類 1 1       

12 
イ 工場・作業場 12 9 2 1     

ロ 映画・テレビスタジオ         

13 
イ 自動車車庫・駐車場 1   1     

ロ 飛行機の格納庫等         

14   倉庫 1 1       

15   前各項に該当しない事業場 20 11 8 1     

16 
イ 特定の複合用途防火対象物 27 16 8 1 1   1 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 6 5  1     

17   重要文化財・重要民族資料館         

合      計 167 101 50 8 4 1 1 2 
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防火対象物数及び立入検査状況 

（平成２７年３月３１日現在） 

               区分 

 

 

防火対象物 

防火対象物 立入検査回数 実施割合 

1 
イ 劇場・映画館・演芸場等 4 3 75% 

ロ 公会堂・集会場 208 116 56% 

2 

イ キャバレー・ナイトクラブ等 1 0 0% 

ロ 遊技場・ダンスホール 22 14 64% 

ハ 性風俗関連特殊営業店舗等 0 0 － 

ニ カラオケボックス等 8 3 38% 

3 
イ 待合・料理店等 18 15 83% 

ロ 飲食店 113 64 57% 

4   百貨店・マーケット・店舗等 308 157 51% 

5 
イ 旅館・ホテル・宿泊所等 35 30 86% 

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 642 89 14% 

6 

イ 病院・診療所・助産所 138 80 58% 

ロ 社会福祉施設（入所施設） 85 70 82% 

ハ 社会福祉施設（通所施設）・保育所 112 83 74% 

ニ 幼稚園・盲学校・養護学校等 42 37 88% 

7   小・中・高・大・各種学校等 261 34 16% 

8   図書館・博物館等 8 6 75% 

9 
イ 公衆浴場のうち熱気浴場等 0 0 － 

ロ イ以外の公衆浴場 2 2 100% 

10   車両の停車場等 4 1 25% 

11   神社・寺院・教会等 56 25 45% 

12 
イ 工場・作業場 1397 531 38% 

ロ 映画・テレビスタジオ 0 0 － 

13 
イ 自動車車庫・駐車場 49 18 37% 

ロ 飛行機の格納庫等 0 0 － 

14   倉庫 697 270 39% 

15   前各項に該当しない事業場 706 253 36% 

16 
イ 特定の複合用途防火対象物 236 132 56% 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 78 29 37% 

17   重要文化財・重要民俗文化財等 48 13 27% 

計 5278 2075 39% 
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広報活動実施状況 

 (平成２６年度) 

 

署 別 

 

 

種 別 

計 

筑
西
消
防
署 

関
城
分
署 

明
野
分
署 

協
和
分
署 

結
城
消
防
署 

桜
川
消
防
署 

真
壁
分
署 

大
和
分
署 

防火映画会 46 25  1 7  8 4 1 

避難訓練等 340 85 31 22 17 92 51 33 9 

署所見学 18  1  1 8 2 4 2 

広報設備による広報 

(広報車含む) 
101 30  14 15 14 9 10 9 

広報用印刷物の配布 41 12  4 5 6 4 6 4 

合  計（回） 546 152 32 41 45 120 74 57 25 

 

※ 消防本部対応防災センター見学 

平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日・・・・・７０件 

 

 

甲種防火管理者資格取得講習 

（平成２６年度） 

実施年月日 受講者数 修了証交付数 

平成２６年１０月２９日・３０日 １４５ １４５ 

 

 

甲種防火管理者再講習 

（平成２６年度） 

実施年月日 受講者数 修了証交付数 

隔年実施のため実施なし   
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民間防火組織等外郭団体結成状況 

 

１ 防火クラブ                     (平成２７年４月１日現在) 

 婦人防火クラブ  幼年消防クラブ  少年消防クラブ  

筑西市  ３団体  １２７名 １３団体  ４５６名 １１団体  ４９４名 

結城市 １団体  ３７名  ７団体  １３４名  １団体  １９名 

桜川市 １団体  ２５名  ６団体 ６２３名  ６団体  １８０名 

小 計 ５団体  １８９名 ２６団体 １２１３名 １８団体  ６９３名 

合 計 ４９ クラブ           ２，０９５人 

 

 

 

２ 危険物安全協会 

 (1) 筑西市危険物安全協会          会員事業所数 １９５ 

 (2) 結城市危険物安全協会          会員事業所数 １１２ 

 (3) 桜川市危険物安全協会          会員事業所数  ６５ 

合    計 ３７２ 

 

３ 防火管理協議会 

   筑西広域防火管理協議会         会員事業所数  ４５６ 
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住宅用火災警報器について 

 

 近年、住宅火災による年間の死者数は全国で１０００人～１２００人の間で推移しています。

その中で６５歳以上の高齢者が占める割合は約７割であり、今後高齢化が更に進む日本情勢から

考えると、住宅火災による死者の増加が危惧されるところです。また、平成２６年中の交通事故

死者数が約４１００人であることと比較すると、住宅火災による危険は身近に潜んでいるもので

あり、決して他人事ではないということが伺えます。 

 平成１８年に消防法や火災予防条例の改正があり、平成２３年から、既存の住宅を含む全ての

住宅に住宅用火災警報器（以下、住警器という。）の設置が義務化されました。これは、住宅火災

による死者が発生した原因の多くが「逃げ遅れ」によるものであることから、火災の発生をいち

早く察知し、逃げ遅れを未然に防ぐ目的で取り付けるものです。実際に住警器を設置した効果と

しては、火災による被害が死者、焼損面積及び損害額でおおむね半減したというデータがあり、

非常に効果的であると言えます。 

 

 義務化されてからの設置率は下表のとおりです。設置率は年々増加しているものの、茨城県と

筑西広域管内の設置率は非常に低いものであり、住宅火災による死者が発生しやすい状況である

と言えます。 

 現在、この状況を危機と考え、筑西広域消防本部では住民に対する広報活動を積極的に実施し

ています。しかしながら、未だに住警器の設置が義務化されたことを知らない方が多くいること

などもあり、今後も更なる広報活動を実施していく予定です。 

 

 筑西広域 茨城県 全国 

Ｈ２６ ６７．７％ ６９．６％ ７９．６％ 

Ｈ２５ ６０．６％ ６４．３％ ７９．８％ 

Ｈ２４ ５９．７％ ５９．８％ ７７．５％ 

Ｈ２３ ４４．５％ ５４．９％ ７１．１％ 

※筑西広域の調査方法は H25までが全戸調査、H26は無作為抽出よるにアンケート調査よるもの。 
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 なお、住宅用火災警報器の設置義務のある場所は、全ての寝室と寝室に通じる階段です。設

置方法は下図のとおりです。下図のとおり設置していない場合は、住宅用火災警報器が速やか

に作動しない場合があるので十分注意して設置する必要があります。 

 

 

 

 住宅用火災警報器には、煙式と熱式があり、基本的には煙式を設置します。これは、煙式の

方がたばこの不始末などによって起こる燻焼火災を早く感知しやすいためです。台所など、料

理等によって発生する煙で誤作動を起こすおそれがある場所には熱式を設置できますが、やは

り煙式の方が感知までの時間が早いので、台所にも煙式の設置をお勧めします。 

 また、平成１８年の消防法改正から間もなく１０年を迎えるにあたり、住宅用火災警報器に

も製造から１０年以上経過するものが増えてきます。住宅用火災警報器の電池の寿命は８年か

ら１０年のものがほとんどであり、ご家庭に設置してある住宅用火災警報器にも電池切れを起

こしているものがあるかもしれません。さらに、住宅用火災警報器の電子機器などの経年劣化

も考えられることから、電池切れを起こした住宅用火災警報器は新品に交換することをお願い

します。 

 最後に、住宅用火災警報器は住宅火災から住民の命を守るのに非常に効果的なものです。住

宅火災が身近に潜んでいる昨今、住宅用火災警報器の設置により、住宅火災から自身や家族の

命を守っていただきたいと思います。 

 



 

 

 

通 信 指 令 関 係 
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通 信 指 令 業 務 に つ い て 

 

当消防本部では、皆様からの緊急時１１９番通報を受け、各種災害に迅速に

対応するため、情報通信網の充実強化を図り、複雑多様化する災害等から圏民

の生命・身体・財産を守り続けています。 

さて、現在使用されている消防救急無線は、総務省電波法関係審査基準の一

部改正により平成２８年５月３１日までにアナログ方式からデジタル方式に移

行することが決定されています。 

このことから、茨城県内では２０消防本部（３３市町）が共同参画し、水戸

市内原町に「いばらき消防指令センター」を開設準備中です。平成２８年２月

４日（予定）からは筑西広域管内の１１９番は「いばらき消防指令センター」

で受信することになります。 

 なお、開設後も一人暮らしのお年寄りを対象とした「緊急通報システム」に

ついては筑西広域消防本部で受信します。さらに、聴覚・言語障がいのある方

からの「ＦＡＸ１１９及びＮＥＴ１１９」については「いばらき消防指令セン

ター」で集約し、関係行政機関との連携のもとに圏域在住の皆様の突発的な災

害や病気等の緊急通報に対応してまいります。 

茨城県内災害受信の一元管理によって様々な情報の集約が可能となり、従来

から提供してきた消防行政サービスがスケールメリットを生かしてより高度で

効率、効果的なサービス提供が可能となり、圏民生活の安全・安心の向上が図

られます。 

※ ＮＥＴ１１９とは、聴覚・言語障がいのある方がスマートフォン・携帯電

話を使い簡単な操作で１１９番通報を行うことのできるサービスです。 



[ここに入力] 

 

 

消 防 団 

市 役 所 

警   察 

電気・ガス 

防災航空隊 

県   庁 

交 通 機 関 

通 信 指 令 系 統 図 

内閣官房 

茨城県庁 

茨城県防災情報ネットワーク 

25-0111 

ﾃﾚﾎﾝｻｰﾋﾞｽ 

緊
急
通
報 

シ
ス
テ
ム 

ﾍﾟﾝﾀﾞﾝﾄ 

火災・ｶﾞｽｾﾝｻｰ  

押しﾎﾞﾀﾝ 

病院 

告示  ７病院 

協力１３４病院 

通信衛星（ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｰﾄﾞ B） 

災害状況案内 

緊急情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ（Em-Net） 

関
係

機
関

へ
の

連
絡 

医
療
情
報
シ
ス
テ
ム 

病
院
連
絡
（
オ
ー
ト
ダ
イ
ア
ル

） 

一
一
九
番
通
報 

発
信
地
表
示
シ
ス
テ
ム 

救急事故 

出場指令 

一
一

九
番

通
報 

火 災 

AVM 車両動態管理 

AVM 車両動態管理 

車
載

映
像

電
送

シ
ス

テ
ム 

消防署・分署・出張所 

茨城県防災ヘリ 

ドクターヘリ 

ドクターカー 

 



災害種別 当年件数 筑西市 結城市 桜川市 北関東高速道 川島 大和

一 般 建 物 72 31 25 16 3 6

危 険 物

林 野 2 2

車 両 12 7 2 2 1 2

爆 発

そ の 他 64 36 15 13 6 4

小    計 150 74 42 33 1 11 10

急 病 4,090 2,202 924 963 1 432 134

交 通 539 315 115 107 2 87 17

火 災 7 3 4

自 然 災 害

水 難

労 働 災 害 75 41 17 17 13 3

運 動 競 技 34 13 13 8 7

一 般 負 傷 795 428 176 191 81 25

加 害 25 14 8 3 2

自 損 行 為 26 11 8 7 2

転 院 搬 送 811 410 187 214 84 38

医 師 搬 送 1 1

その他救急 32 21 6 5 4

救 急 支 援 656 283 214 159 70 9

ＣＰＡ支援 474 264 95 115 56 20

Ｒ Ａ 連 携 34 8 17 9

小    計 7,599 4,013 1,784 1,799 3 838 246

交 通 事 故 68 40 12 14 2 14 2

水 難 事 故 6 3 2 1 2

機 械 事 故 2 2

建 物 2 2

ガス・酸欠

その他事故 6 4 2

小    計 84 49 16 17 2 16 2

焚き火警戒 6 4 2

油 処 理 62 25 20 17 2

自火報発報 31 16 10 5 5

怪 煙 13 9 2 2

危険物漏洩 2 1 1

飛び火警戒

偵 察 190 106 29 55 7 5

水 害 調 査 14 7 7 2

水 害 活 動 6 4 1 1

事 後 聞 知 11 7 1 3

Ｒ Ｐ 支 援 34 18 3 13 2

その他災害 9 5 1 3

小    計 378 202 69 107 14 9

合    計 8,211 4,338 1,911 1,956 6 879 267

い た ず ら 誤 報 重 複 問い合わせ 119 テ ス ト 通 報 訓 練

228 672 338 2,255 60 1,212

緊 通 誤 報 転 送 指令課訓練

25 111 680

市別指令件数
（平成２６年度)

火 災

救 急

合    計

5,581

通報取消状況
（平成２６年度)

救急救助

その他

※救急支援、CPA支援＝ﾎﾟﾝﾌﾟ車・救急車、ＲＡ連携＝救助車・救急車　同時出場
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災害種別

覚知別

携帯電話からの１１９番 71 1,561 38 369 51 2,090 26%

一般電話からの１１９番 56 3,424 19 676 58 4,233 52%

消防の一般電話への通報 12 1,026 22 92 133 1,285 16%

消防署等への駆け付け 0 236 1 2 17 256 3%

消防の自己覚知 2 15 1 0 65 83 1%

緊急通報システムによる覚知 2 103 0 8 47 160 2%

ﾈｸｽｺ道路管制ｾﾝﾀｰ直通電話 0 0 0 0 0 0 1%

合　　計 143 6,365 81 1,147 371 8,107 100%

要請先 防災ヘリ

出場の可否 飛行 飛行不可 飛行 飛行不可 出場 出場不可 飛行
通信指令課覚知要請 27 9 6 1 2 3
現場到着後救急隊要請 3 1 1 6

医療機関要請 1
要請件数合計 3

合　計 割　合連携

救急搬送に伴うドクターヘリ・ドクターカー等要請状況

（平成２６年度）

筑波ﾒﾃﾞｨｶﾙＤＣ茨城ＤＨ 栃木ＤＨ

※自治医大ﾄﾞｸﾀｰｶｰについては、県外医療機関のため協定締結なし。
　収容依頼時病院側判断で出場しているため、要請件数には含めない。
※ヘリの飛行不可理由＝日没後、天候不良、事案重複、要請基準を満たさない等
※栃木ＤＨについては、協定により茨城ＤＨが他事案活動中の場合に限り要請できるものである。

40

覚　知　別　指　令　件　数

（平成２６年度）

火　災 救　急 救急救助 その他

8 9

携帯電話からの119番

26%

一般電話(IP)

からの１１９番

52%

消防の一般電話

への通報

16%

消防署等への

駆け付け

3%

消防の自己覚知

1% 緊急通報システム

による覚知

2%

ﾈｸｽｺ道路管制

ｾﾝﾀｰ直通電話

0%

-56-



 

 
 

 

 
 

緊 急 通 報 シ ス テ ム 構 成 図

利用者宅

ｶﾞｽ漏れｾﾝｻ‐

火災センサー（定温）　 火災センサー（差動）　

ＡＣ100Ｖ

センサー
ローゼット

手元ボタン

ペンダント
受信機

ワイアレス
ペンダント

ＨＮＣ０３Ａ

・協力員

・民生委員

・関係機関

録音機

受信機SS01

MODEM板１枚

ﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰﾝ

XL-5300A

様態確認用

電話機録音機

様態確認用

電話機

ＡＣ100Ｖ

相談用電話機

筑西広域事務組合消防本部

無停電
電源

ACﾀｯﾌﾟ

市町村福祉事務所

様態確認のため

出向く

様態確認依頼

指導・連絡

（日常活動）

連絡

（日常活動）

連絡

デモ機

緊
急
監
視

処理装置

FMV‐DP977　CRT

FMV‐KB321　ｷｰﾎﾞｰﾄﾞ

FMV‐M32SB　ﾒﾓﾘｰ

FMPD-242　光磁気ﾃﾞｨｽｸ

FMV‐125　　SCSIｶｰﾄﾞ

FMCD‐411　CD‐ROM

緊急通報（ﾃﾞｰﾀ）

様態確認通話（音声）

様態確認通話（音声）

相談対応・試験通話

市福祉事務所  

 

ﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ  

XL-5300 A  



筑西市 結城市 桜川市 合　計

( 612 ) ( 394 ) ( 410 ) ( 1,416 )

緊急出場 6 2 3 11
誤報 11 7 18

現場確認出場 1 6 7
その他相談等 0

緊急出場 2 4 1 7
誤報 10 10 2 22

現場確認出場 1 1 2
その他相談等 0

緊急出場 4 3 4 11
誤報 25 32 21 78

現場確認出場 4 2 6
その他相談等 0

緊急出場 11 2 1 14
誤報 46 15 22 83

現場確認出場 5 5
その他相談等 0

緊急出場 2 1 3
誤報 38 25 16 79

現場確認出場 1 3 1 5
その他相談等 0

緊急出場 7 1 8
誤報 73 10 10 93

現場確認出場 2 1 1 4
その他相談等 0

緊急出場 6 1 5 12
誤報 7 10 7 24

現場確認出場 1 7 8
その他相談等 0

緊急出場 4 2 1 7
誤報 17 6 6 29

現場確認出場 1 2 3
その他相談等 0

緊急出場 5 4 3 12
誤報 13 10 7 30

現場確認出場 2 1 3
その他相談等 0

緊急出場 1 4 1 6
誤報 11 11 5 27

現場確認出場 2 3 5
その他相談等 0

緊急出場 10 3 1 14
誤報 10 4 14

現場確認出場 1 1 2
その他相談等 0

緊急出場 5 1 4 10
誤報 9 8 5 22

現場確認出場 2 1 3
その他相談等 0

緊急出場 63 26 26 115
誤報 270 148 101 519

現場確認出場 23 5 25 53
その他相談等 0 0 0 0

３　月

合　計

（平成２６年度）

緊急通報システム利用状況

１２月

１　月

２　月

８　月

９　月

市　　　別
　　　　(設置件数)

      月　　別

１１月

４　月

５　月

６　月

７　月

１０月
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通 信 施 設 一 覧 表 

（平成２６年４月１日現在） 

品    名 形式又は内容 数  量 

指令装置 
 指令台（主席・副席） 
 指揮台 
録音装置 
 長時間録音装置 
 メモカセット 
指令制御装置 
非常用指令設備 
署所端末装置 
表示盤 
 総合情報表示盤 
 病院運用表示盤  
 車用運用表示盤 
 幹部出退表示盤 
 汎用表示盤 
無線統制台 
 無線統制台 
自動出場指定装置 
無停電電源装置 
指令電送出力装置 
指令電送送信装置 
指令電送出力装置 

地図等検索装置 
地図検索処理装置 
地図入力装置（スキャナー） 
地図出力装置（プリンター） 
気象情報収集装置 
 気象観測装置 
車両動態表示装置 
 車載動態登録装置 
 外部操作盤 
発信地表示システム 
音声合成装置 
 音声合成装置 
順次指令装置 
災害状況等自動案内装置 
携帯・ＩＰ位置情報接続装置 
ファクシミリ装置（聴覚障害者対応） 
        （消防業務用） 
無線設備 
基地局無線装置 
前進基地局無線装置 
無線回線自動選択装置 
無線受令機 
車載無線機 
携帯活動無線 
可搬型無線機 
静止画伝送表示装置 
サイレン吹鳴装置 
放送設備 
庁舎放送設備 
署（分署）出張所放送設備 

車載映像伝送システム装置 

 
ＨＡ－８２０Ｄ 
ＨＡ－８３０Ｄ 
 
ＶＲ－４６４ 
ＩＲ－３００ 
ＨＡ－８２０Ｃ 
ＨＡ－ＨＡＭ０１Ａ 
各署所用 
 
ＨＤＰ２９ 
７０インチプロジェクター 
ＬＤＴ４２ＩＶ 
ＨＤＰ２９ 
５０ＰＤＰ 
 
ＲＣ－６０７２ＤＡ 
指令台組み込み 
ＦＢＩ－ＳＡＵ５０２ 
 
センター用パソコン 
各署所用パソコン 
 
指令台組み込み 
ＥＳ－７０００Ｈ 
ＬＤ－Ｓ５０００ 
 
 
 
 
 
 
 
主席・副席・指揮台 
ＡＲＳ－７０２Ｆ 
ＴＫ－Ｄ３８ 
 
 
 
 
単信・複信 
単信・複信 
統制台組み込み 
ＣＲ－５２７ 
単信・複信 
400メガ/H 
 
ＨＦ－１００ＨＦ－２００ＫＡ 
 
 
 

 
２台 
１台 

 
１台 
６台 
１式 
１式 
１０式 

 
１画 
１画 
２画 
２画 
１画 

 
９面 
３式 
２台 

 
１式 
１０式 

 
３式 
１式 
１式 

 
１式 

 
４５台 
２１台 

 
 

１式 
１式 
１式 
１式 
１式 
１式 

 
６台 
３台 
１台 
１０台 
４５台 
２５台 
５台 
１式 
３台 

 
１式 
９式 
１式 

 



気　　　　　　　象

風　　　　　速
（平成26年度）

気　　　　　温
（平成26年度）

湿　　　　　度
（平成26年度）

24.4 

32.6 
34.0 

36.4 36.9 

30.4 
29.3 

23.0 

13.1 14.2 

16.9 

23.2 

12.0 

18.0 
21.4 

24.6 25.2 

20.2 

15.8 

10.5 

3.1 2.7 3.0 
7.9 

-0.1 
5.9 

15.6 17.6 
17.2 

9.6 

2.4 
-1.1 

-6.5 -6.6 -6.2 -2.5 

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

℃

最高気温

平均気温

最低気温

68.0 73.3 

82.8 81.2 82.7 
78.9 80.2 79.1 

72.2 
69.6 

74.7 

67.5 

38.0 
43.4 

57.3 
55.6 

59.5 

50.2 
55.1 54.7 

44.2 

56.7 58.3 

52.5 

0.0
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30.0

40.0
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80.0

90.0

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

%

最高湿度

平均湿度

最低湿度

17.1 19.4 

18.7 

22.7 

18.2 

14.2 

23.6 

18.7 

19.7 19.4 

22.9 

18.6 

3.0 
3.1 2.6 2.4 2.7 2.5 2.5 2.6 2.8 2.8 2.7 3.1 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

m/s

最高風速

平 均

-60-



大雨 3 2 5

洪水 3 2 5

暴風

暴風雪

大雪

計 6 4 10

強風 2 6 1 1 2 1 6 10 7 6 42

大雨 2 2 9 11 10 5 5 1 45

洪水 1 2 4 10 10 5 5 1 38

乾燥 5 2 7 5 2 4 25

濃霧 1 10 11 12 4 3 4 5 7 1 5 4 67

霜 18 2 13 33

雷 8 9 14 14 18 8 7 3 5 2 1 5 94

低温 6 14 7 27

風雪

大雪 1 1

着雪 1 1

計 37 31 38 47 43 22 25 22 31 32 24 21 373

気象情報発表状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２６年度）

降　　水　　量　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２６年度）

天　気　日　数　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２６年度）

16 7 8 9
　　　月

区分
4 5

大雨は大雨土砂災害警報
平成２５年８月３０日から特別警報の運用を開始しました。平成２６年度に特別警報は発表されていません。

注
意
報

2 3 計

警
報

10 11 12

20 20 

12 
15 16 14 16 17 

22 
18 16 14 

4 5 
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9 

11 14 10 7 
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9 

7 
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6 6 
8 

7 
4 2 5 

6 
3 4 

5 

1 

0
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

日

雨・雪
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53.0 

8.0 
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44.0 49.0 49.0 49.0 

91.0 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

㎜

-61-



 

 

 

消 防 団 関 係 
 

 



５年未満 ５年以上 １０年以上 １５年以上 ２０年以上 ２５年以上

１０年未満 １５年未満 ２０年未満 ２５年未満 ３０年未満

841 276 210 167 77 44 25 42

30 15 7 8

261 157 58 17 13 8 1 7

13 4 9

555 187 147 118 60 36 6 1

9 2 7

1657 620 415 302 150 88 32 50

52 21 23 8 0 0 0 0

小計 団長 副団長 本部員 分団長 副分団長 部長 班長 団員

841 1 6 16 44 44 44 132 554

15 1 1 1 3 9

261 1 5 4 11 11 40 189

13 1 1 2 9

555 1 6 9 37 37 37 74 354

9 1 1 1 2 4

1657 3 17 29 92 92 81 246 1097

37 0 0 0 3 3 2 7 22

20歳未満 ２０歳以上 ２５歳以上 ３０歳以上 ３５歳以上 ４０歳以上 ４５歳以上 ５０歳以上 ５５歳以上 ６０歳以上

２５歳未満 ３０歳未満 ３５歳未満 ４０歳未満 ４５歳未満 ５０歳未満 ５５歳未満 ６０歳未満

841 1 11 50 127 217 191 115 65 34 30

15 1 1 1 5 6 1

261 1 3 24 47 81 66 25 4 7 3

13 4 2 2 3 1 1

555 1 18 58 141 176 98 45 9 8 1

9 1 2 1 2 3

1657 3 32 132 315 474 355 185 78 49 34

37 0 0 5 4 5 5 10 4 4 0

市別在職年数団員

市別階級別人員

３０年以上

平成２７年４月１日現在

小計

三市合計

（内女性消防団員）

（内女性消防団員）

筑西市

（内女性消防団員）

結城市

桜川市

（内女性消防団員）

平成２７年４月１日現在

平成２７年４月１日現在

三市合計

（内女性消防団員）

筑西市

（内女性消防団員）

結城市

（内女性消防団員）

桜川市

（内女性消防団員）

三市合計

（内女性消防団員）

市別消防団員年齢

筑西市

（内女性消防団員）

結城市

（内女性消防団員）

桜川市

小計

（内女性消防団員）
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合　計 団長 副団長 本部員 分団長 副分団長 部長 班長 団員

２０歳未満 3 0 0 0 0 0 0 0 3

（内女性消防団員） 1 0 0 0 0 0 0 0 1

２０歳以上２５歳未満 32 0 0 0 0 0 0 0 32

（内女性消防団員） 1 0 0 0 0 0 0 0 1

２５歳以上３０歳未満 133 0 0 0 0 0 0 3 130

（内女性消防団員） 5 0 0 0 0 0 0 0 5

３０歳以上３５歳未満 315 0 0 0 3 3 4 29 276

（内女性消防団員） 4 0 0 0 0 0 0 2 2

３５歳以上４０歳未満 475 0 0 0 16 28 23 75 333

（内女性消防団員） 5 0 0 0 0 0 0 1 4

４０歳以上４５歳未満 356 0 0 4 27 24 28 79 194

（内女性消防団員） 5 0 0 0 0 0 0 2 3

４５歳以上５０歳未満 186 0 1 9 22 20 15 34 85

（内女性消防団員） 10 0 0 0 1 1 1 2 5

５０歳以上５５歳未満 79 0 3 6 8 11 5 15 31

（内女性消防団員） 4 0 0 0 0 2 0 0 2

５５歳以上６０歳未満 48 0 6 3 12 4 5 8 10

（内女性消防団員） 4 0 0 0 2 0 1 0 1

６０歳以上 30 3 7 7 4 2 1 3 3

合　計 1657 3 17 29 92 92 81 246 1097

（内女性消防団員） 39 0 0 0 3 3 2 7 24

平成２７年４月１日現在

広域内消防団員階級別年齢状況
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消 防 本 部 ・ 署 ( 分 署 ) 所 在 地 

署 ・ 所 名 所 在 地 電 話 番 号 

消 防 本 部 〒 308-0803 

筑西市直井 1076 番地  

 

（ 代 表 ）  0296-20-0119 

総 務 課  0296-24-4552 

警 防 課  0296-24-4104 

予 防 課  0296-24-4589 

通 信 指 令 課  0296-20-0188 

ﾃ ﾚ ﾎ ﾝ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ  0296-25-0111 

Ｆ  Ａ  Ｘ  0296-24-5444 

筑西消防署    0296-24-4504 

筑西消防署  

関城分署  

〒 308-0129 

筑西市上野 1045 番地 1 

  0296-37-2444 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-37-6144 

筑西消防署  

明野分署  

〒 300-4515 

筑西市倉持 1123 番地 1 

  0296-52-1581 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-52-2789 

筑西消防署  

協和分署  

〒 309-1107 

筑西市門井 1976 番地 1 

  0296-57-3479 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-57-4444 

筑西消防署  

川島出張所  

〒 308-0855 

筑西市下川島 771 番地 1 
  0296-28-0119 

結城消防署  
〒 307-0004 

結城市みどり町二丁目３番地  

  0296-32-5145 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-32-7667 

結城消防署  

結城南出張所  

〒 307-0031 

結城市大字大木 1138 番地  
  0296-35-0930 

桜川消防署  
〒 309-1213 

桜川市西桜川二丁目 29 番地  

  0296-75-3592 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-76-1206 

桜川消防署  

真壁分署  

〒 300-4406 

桜川市真壁町山尾 793 番地  

  0296-55-2403 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-54-0758 

桜川消防署  

大和分署  

〒 309-1242 

桜川市羽田 1000 番地  

  0296-58-6851 

Ｆ  Ａ  Ｘ   0296-58-6852 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度全国統一防火標語 
 

 

 

 

 

 

 

『無防備な 心に火災が かくれんぼ』  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年 ９月刊行  

 

発   行  筑西広域市町村圏事務組合消防本部  

 

編   集  筑西広域消防広報委員会  

 

電   話  ０２９６－２０－０１１９（代）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


